
パブリック・コメントの実施結果について  

 

平成２４年２月２２日  

古賀市介護支援課  

（介護保険係）  

 

パブリック・コメント手続きを実施した結果について、古賀市パブリッ

ク・コメント手続き実施要綱（平成２０年３月告示第２０号）第１１条第１

項の規定に基づき、次のとおり公表します。  

 

（１）政策等の課題  古賀市高齢者保健福祉計画・介護保険

事業計画（平成２４～２６年度）  

（２）パブリック・コメント手続き

の実施期間（政策等の案の公表日） 

平成２４年１月１８日から２月１６

日まで（平成２４年１月１８日）  

（３）提出意見等  別紙のとおり  

（４）政策等の案からの変更点及び

理由  

別紙のとおり  

 

 

 

 

 

 

本件に関する問い合わせ先  

 古賀市 介護支援課 介護保険係（電話０９２－９４２－１１４４）  



 

 

 

 

「古賀市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成２４～２６年度）」（案）に 
お寄せいただいたご意見の概要と市の考え方 

 
 

（１）政策等の題名 「古賀市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成２４～２６年度）」 

（２）政策等の案の公表日 平成２４年１月１８日（水） 

（３）パブリック・コメント
手続の実施期間 

平成２４年１月１８日（木）～２月１６日（木） 

（４）意見等提出者数 ３名 

（５）提出意見等件数 ３件 

（６）提出意見等を考慮した
結果及びその理由 

下記のとおり 

（７）その他の修正点 なし 

 
 

№ ご意見の内容（概要） 対応 市の考え方 

【 第１章 計画の概要 】に関するご意見 

  

なし 

 

 

  

【 第２章 高齢者を取り巻く現状 】に関するご意見 

  

なし 

 

 

  

【 第３章 基本構想 】に関するご意見 

  

なし 

 

 

  

【 第４章 高齢者福祉施策の推進 】に関するご意見 

 

１ 

 

50 ページ 

「介護支援ボランティア事業」について 

 

高齢者の社会貢献や外出に対する意欲が促進

され、健康維持や介護の予防につながる良い制

度だと思うが、「ボランティア」にもかかわら

ず、換金できる仕組みとなっているようであ

る。 

これは、本来の「ボランティア」の考え方とは

違ってくるのではないか。 

 

ご質問にお

答えします 

 

一般的には、ボランティアとは対価を求めず無

償で提供する性質のものですが、当事業につい

ては高齢者がボランティア活動をすることで

社会参加や健康増進を図り、生きがいづくりや

介護予防につなげることを第一の目的として

おります。 

そのため、高齢者のボランティア活動に対する

動機づけを高めるため、活動ポイントを貯めて

それを換金できる仕組みを導入することとし

ています。 

 

なお、換金により支給する金額は、介護保険料

の支払いに充てていただくことを考えており

ます。 

 

また、当該事業は平成２４年度からの新規事業

として実施する予定ですが、社会参加や生きが

いづくりを通した「健康増進・介護予防」と「ボ

ランティア」という両面の特徴を生かし、十分

検討の上、より良い制度として確立していきた

いと考えております。 

 



 

 

 

 

【 第５章 介護保険事業に係るサービス量と費用の見込み 】に関するご意見 

 

２ 

 

76 ページ 

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」及び 

「夜間対応型訪問介護」について 

 

「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」及び「夜

間対応型訪問介護」について、サービスの整備

方針でサービス利用量の推計値が「０」と見込

まれている。 

これらのサービスについては、２４時間対応可

能な新たな制度として、新聞等でも報道されて

いたと記憶している。 

今後さらに高齢化が進行し、ひとり暮らしの高

齢者等が増加する中で、夜間等の対応に対する

需要は高くなると考えるが、なぜ整備しない方

針となっているのか。 

 

ご質問にお

答えします 

 

現在の古賀市の状況として、 

①当該サービスについては、人口１０万人以上

の圏域に１ヵ所の設立を目安としたサービ

スであり、採算性の面から事業者の参入が現

時点では見込めないこと 

②現在の訪問介護や訪問看護等のサービスに

おいて、ある程度夜間等の対応可能な体制が

とられている状況であること 

このような状況であることから、計画の見込み

量は「０」としております。 

 

なお、いただいたご意見を踏まえ、今後のひと

り暮らし高齢者の増加等に伴う夜間対応等へ

の高まるニーズに対応できるよう、状況を見極

めながらサービス充実の方策について検討し

ていきたいと考えております。 

 

 

 

 

 

３ 

 

90 ページ 

第１号被保険者の介護保険料に関する記述に

ついて 

 

人口推計では、平成２６年の高齢化率が２２．

０％、平成２９年が２４．４％と推計されてい

る。このような中で、高齢化の進行によって介

護サービスの利用も高くなり、その費用を捻出

するために、介護保険料の月額の基準額が４,

７００円に増額されることになっているので

はと思われる。 

しかし、多少の介護保険料の増額はやむを得な

い思うが、現在の４,０００円から７００円も

月額で増額されるのは、高すぎるのではない

か。 

 

ご質問にお

答えします 

 

介護保険サービスに必要な費用は、国・県・市

町村・第１号被保険者（６５歳以上の方）・第

２号被保険者（４０歳以上６４歳以下の方）で

それぞれの負担割合に応じて負担することと

なっています。 

費用（介護保険料）の算出については、今後３

年間の中で必要な介護サービス量と費用を推

計し、それを元に行っています。 

 

ご指摘のとおり、今後は高齢化の進行による介

護サービスへの需要の高まりが不可避である

状況の下、これに対する費用が必要となること

から、介護保険料が増加する見込みとなってお

ります。 

 

また、今回の介護保険料の増額の主な理由は、

①高齢化に伴う要介護（支援）認定者の増加 

②高まる介護サービスへの需要に対する施設

整備 

③介護報酬改定（介護サービス事業者に対する

報酬の見直し） 

等を主な要因とする介護給付費の増加による

ものです。 

 

なお、介護保険料の額については、今後の状況

や過去の実績等を踏まえ、十分な精査の上推計

した結果であり、介護保険事業の安定的な運営

のため、ご理解・ご協力をいただきたいと考え

ております。 

 

 

 

 

 

※ 字句、誤記の訂正、わかりにくい表現等の適正化を適宜行いましたが、詳細については省略しています。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

～いつも健康 いつでも安心 だれもがいきいき～ 

 

 

 

古 賀 市 

高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（案） 

（平成 24～26 年度） 
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第１章 計画の概要 

 

 

 

我が国の高齢化は急速に進行しており、平成 27年には高齢化率（総人口に占める 65 歳以

上人口の割合）が 25％を超え、国民 4 人に 1 人が高齢者となる超高齢社会が到来すると予

測されています。 

本市の高齢化率は、全国平均より低い水準で推移しているものの、平成 23 年 9 月末時点

で 18.8％となっており、今後も高齢化の進行が予測されています。 

高齢化の進行によって、介護が必要な高齢者や認知症高齢者の増加、それに伴う介護者の

負担の増加、高齢者が家族や地域から孤立するといった様々な課題が生じる中、高齢者の尊

厳を保ち、住み慣れた地域や住まいで自分の望む人生を過ごすことができる社会の実現を目

指すため、介護予防の取り組みや地域ケア体制をより充実させ、認知症高齢者やひとり暮ら

し高齢者等の支援についても引き続き推進していくことが重要となります。 

本計画は、このような高齢者を取り巻く現状と今後予想される社会情勢を踏まえ、高齢者

の生活を支援するための施策の更なる推進と介護保険事業の効果的な運営を図るため策定

するものです。 

 

 

 

 

（１）高齢者福祉計画と介護保険事業計画の関係 

本計画は、すべての高齢者を対象とした保健福祉に関する総合的な計画である「高齢者福

祉計画」（老人福祉法第 20 条の 8の規定に基づく）と、介護保険制度に係る事業計画である

「介護保険事業計画」（介護保険法第 117 条に基づく）を「古賀市高齢者保健福祉計画・介

護保険事業計画」（平成 24～26 年度）として、一体的に策定するものです。 

なお、老人保健法などの廃止に伴い、高齢者の保健事業を地域支援事業及び健康増進計画

などに位置づけているため、「高齢者福祉計画」を「高齢者保健福祉計画」として策定して

います。 

 

（２）その他関連計画との関係 

本計画は、「古賀市総合振興計画（マスタープラン）」をはじめ、「古賀市地域福祉計画」、

「古賀市児童育成計画（エンゼルプラン）」、「古賀市障害者基本計画（障害者福祉プラン・

こが）」等の市の関連計画との整合性や国・県の計画との調整を図り、策定しています。 

  

１．計画策定の趣旨 

２．計画の位置づけ 
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「介護保険事業計画」の期間は、「介護保険法」（第 117 条）の規定に基づき、３年間を 1

期としています。 

本計画の計画期間は、「介護保険事業計画」に合わせて、平成 26 年度を目標年度とした、

平成 24 年度から平成 26年度までの 3年間の計画としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）介護保険運営協議会 

様々な見地からの意見を反映するため、保健・医療・福祉関係者、学識経験者、被保険者

代表等で構成する「古賀市介護保険運営協議会」において、本計画の策定にかかる審議を行

いました。 

 

（２）高齢者等実態調査の実施 

本計画の対象となる高齢者等の意見を広く聴取するため、民生委員をはじめとする関係機

関の協力を得て実態調査を実施しました。 

この調査は、要援護者及び 40 歳から 64歳の若年者（第 2号被保険者）、65 歳以上の高齢

者（第 1号被保険者）を対象に、介護サービス等の利用状況や今後の利用意向、日常生活状

況、介護や高齢者福祉に関する意識等を把握することを目的としています。 

調査の結果は介護保険制度や高齢者福祉施策に対する考え方の傾向として捉え、本計画の

具体化に活用しました。 

 

（３）パブリックコメントの実施 

幅広い意見を聴取するため、本計画案に対するパブリックコメントを実施しました。 

  

Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ Ｈ２６

第３期計画期間

第４期計画期間

第５期計画期間
（本計画）

３．計画の期間 

４．計画の策定体制 
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（１）庁内体制の連携 

本計画は高齢者保健福祉分野を中心に多岐にわたる分野が関連するため、実効性ある内容

となるよう全庁的な連携の下で計画を推進します。 

 

（２）介護サービス事業者等との連携 

本計画の基本理念を踏まえた施策の具体化のため、介護サービス事業者とのネットワーク

等を通じ、情報の共有化と連携を図ります。 

 

（３）進行管理機関による検証 

本計画の進行管理等を担う「古賀市介護保険運営協議会」に計画の進捗状況等の報告を定

期的に行い、計画の推進に関する意見を求め各関係事業の検証をします。 

この協議会へは、介護保険制度運営の点検・評価の役割だけではなく、地域包括支援セン

ターの適切な運営、公正・中立性の確保等のための進行管理、さらに、地域密着型サービス

の適正な運営を確保するための意見具申機関としての機能を一体的に付与し、効率的・効果

的な本計画全体の検証を行います。 

 

（４）市民周知の取組 

本計画の市民周知を次の方法等により実施します。 

・ インターネット等による公表 

・ 出前講座等による周知 

５．計画の推進体制 
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10 %

15 %

20 %

25 %

古賀市 16.6 % 17.2 % 17.8 % 18.3 % 18.8 %

福岡県 20.6 % 21.0 % 21.6 % 21.8 % 22.0 %

全国 21.5 % 22.1 % 22.7 % 23.1 %

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

第２章 高齢者を取り巻く現状 

 

 

 

（１）人口構成の現状 

平成 23年 9 月末現在の本市の総人口は 58,775 人、高齢者人口（65 歳以上人口）は 11,049

人となっており、どちらも平成 19年以降増加傾向にあります。 

また、高齢化率（総人口に占める 65 歳以上人口の割合）は 18.8％で、福岡県及び全国平

均より低い値で推移していますが、平成 19 年と比較すると 2.2％上昇（1,514 人増加）して

おり、本市の高齢者人口の伸びは顕著となっています。 

 

【古賀市の人口推移】                                         （単位：人） 

（注）各年 9月末時点 

 

 

【高齢化率の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）平成 23 年の「全国」の高齢化率は、平成 23 年 12 月時点で未発表 
  

１．人口構成の推移 

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

57,573 58,003 58,250 58,504 58,775

年少人口（１５歳未満） 8,481 8,455 8,520 8,500 8,538

生産年齢人口 39,557 39,591 39,345 39,283 39,188

１５歳 - ３９歳 19,268 19,213 19,013 18,876 18,668

４０歳 - ６４歳 20,289 20,378 20,332 20,407 20,520

高齢者人口 9,535 9,957 10,385 10,721 11,049

６５歳 - ７４歳 5,416 5,667 5,881 6,030 6,162

７５歳以上 4,119 4,290 4,504 4,691 4,887

16.6 % 17.2 % 17.8 % 18.3 % 18.8 %

６５歳 - ７４歳 9.4 % 9.8 % 10.1 % 10.3 % 10.5 %

７５歳以上 7.2 % 7.4 % 7.7 % 8.0 % 8.3 %

総人口

高齢化率(高齢者人口/総人口)
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（２）将来人口推計 

総人口は、平成 26 年には 59,663 人、平成 29年には 60,045 人と見込まれます。 

また、高齢者人口は、平成 26 年に 13,129 人、平成 29 年には 14,673 人になると見込まれ

ます。 

その結果、平成 26 年の高齢化率は 22.0％となり、平成 29 年には高齢化率はさらに上昇

し、24.4％に達すると予想されます。 

 

【古賀市の人口推計（平成 24～29 年）】                              （単位：人） 

 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）人口値はコーホート要因法による推計 
  

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

59,087 59,382 59,663 59,921 60,092 60,045

年少人口（１５歳未満） 8,558 8,623 8,708 8,783 8,772 8,701

生産年齢人口 38,844 38,356 37,826 37,420 37,084 36,671

１５歳 - ３９歳 18,455 18,126 17,803 17,480 17,250 16,929

４０歳 - ６４歳 20,389 20,230 20,023 19,940 19,834 19,742

高齢者人口 11,685 12,403 13,129 13,718 14,236 14,673

６５歳 - ７４歳 6,565 7,089 7,607 7,988 8,196 8,350

７５歳以上 5,120 5,314 5,522 5,730 6,040 6,323

19.8 % 20.9 % 22.0 % 22.9 % 23.7 % 24.4 %

６５歳 - ７４歳 11.1 % 11.9 % 12.7 % 13.3 % 13.6 % 13.9 %

７５歳以上 8.7 % 8.9 % 9.3 % 9.6 % 10.1 % 10.5 %

総人口

高齢化率(高齢者人口/総人口)

5,881 6,030 6,162 6,565 7,089 7,607 7,988 8,196 8,350

4,691 4,887 5,120
5,314 5,522 5,730 6,040 6,323

4,504

17.8 % 18.3 % 18.8 %
19.8 %

20.9 %
22.0 %

22.9 %
23.7 %

24.4 %

0 人

5,000 人

10,000 人

15,000 人

20,000 人

25,000 人

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年

0 %

5 %

10 %

15 %

20 %

25 %

65歳 - 74歳 75歳以上 高齢化率

（高齢化率）（高齢者数）
（実績） （推計）
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（３）高齢者のいる世帯の状況 

平成 23年 9 月末現在、65 歳以上の高齢者のいる世帯は 7,917 世帯となっており、平成 19

年と比較すると 1,097 世帯増加しています。 

高齢者のいる世帯構成の推移をみると、高齢者人口の増加に伴って平成 23 年の「高齢者

のみの世帯」は 4,921 世帯（21.3％）で、平成 19 年と比較すると 1,042 世帯増加（3.2％上

昇）しています。 

中でも、「ひとり暮らし高齢者世帯」や「高齢夫婦世帯」の割合が高くなってきており、

高齢者のみで構成される世帯が増加傾向にあります。 

 

【高齢者のいる世帯数の推移】                                  （単位：世帯） 

 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）「高齢夫婦世帯」は、夫 65 歳以上、妻 60 歳以上の夫婦一組の一般世帯（他の世帯員がいないもの） 
  

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

21,785 22,259 22,584 22,867 23,255

6,820 7,114 7,415 7,667 7,917

高齢者のみの世帯 3,879 4,162 4,433 4,640 4,921

ひとり暮らし高齢者世帯 1,807 1,928 2,075 2,180 2,338

高齢夫婦世帯 1,978 2,130 2,249 2,357 2,489

その他高齢者同居世帯 94 104 109 103 94

高齢者のいる一般世帯 2,941 2,952 2,982 3,027 2,996

31.7 % 32.4 % 33.2 % 33.8 % 34.3 %

高齢者のみの世帯 18.1 % 18.9 % 19.9 % 20.5 % 21.3 %

ひとり暮らし高齢者世帯 8.4 % 8.8 % 9.3 % 9.6 % 10.1 %

高齢夫婦世帯 9.2 % 9.7 % 10.1 % 10.4 % 10.8 %

その他高齢者同居世帯 0.4 % 0.5 % 0.5 % 0.5 % 0.4 %

高齢者のいる一般世帯 13.7 % 13.4 % 13.4 % 13.3 % 13.0 %

全世帯数

高齢者のいる世帯（合計）

高齢者のいる世帯（合計）

世帯数

構成比
(全世帯数比)

3,879 4,162 4,433 4,640 4,921

2,941 2,952 2,982 3,027 2,996

18.1 %
18.9 %

19.9 % 20.5 %
21.3 %

13.7 % 13.4 % 13.4 % 13.3 % 13.0 %

0 世帯

5,000 世帯

10,000 世帯

15,000 世帯

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

0 %

5 %

10 %

15 %

20 %

25 %

高齢者のみの世帯 高齢者のいる一般世帯

高齢者のみの世帯（構成比） 高齢者のいる一般世帯（構成比）

（構成比）（世帯数）
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5 %

10 %

15 %

20 %

古賀市 14.1 % 13.8 % 13.3 % 13.7 % 14.1 %

福岡県 18.0 % 17.8 % 17.8 % 18.2 %

全国 16.0 % 16.1 % 16.1 % 16.6 %

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

 

 

 

（１）要介護（支援）認定者数 

要介護（支援）認定者は、高齢者人口の増加とともに、年々増加しています。 

平成 23 年 9 月末現在、古賀市の要介護（支援）認定者数は 1,623 人、要介護（支援）認

定率（高齢者人口に占める認定者の割合）は 14.1％で、福岡県や全国の平均と比べて低い

値で推移しています。 

 

【要介護（支援）認定者数の推移】                      (単位：人) 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）要介護（支援）認定率＝要介護（支援）認定者数（第１号被保険者）÷第１号被保険者総数 

 

 

【要介護（支援）認定率の比較】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）平成 23 年の「福岡県」及び「全国」の要介護（支援）認定率は、平成 23 年 12 月時点で未発表 
  

２．要介護（支援）認定者の状況 

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

第１号被保険者数 9,553 9,966 10,385 10,721 11,049

要介護（支援）認定者数 1,419 1,454 1,453 1,538 1,623

第１号被保険者　 1,343 1,380 1,386 1,469 1,558

６５歳 - ７４歳 219 221 210 216 223

７５歳以上 1,124 1,159 1,176 1,253 1,335

第２号被保険者　 76 74 67 69 65

要介護（支援）認定率 14.1 % 13.8 % 13.3 % 13.7 % 14.1 %
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（２）要介護度別構成比 

要介護度別にみると、要介護（支援）認定者数の増加に伴い、要支援 1を除く要介護度に

おいて認定者数が増加傾向にあります。 

また、要介護（支援）認定者数全体に対する構成比は、ほぼ横ばいの中、要介護 5の認定

者数が増加傾向にあり、平成 23 年度の割合が 10.0％になっています。 

 

【要介護度別認定者数】                                      （単位：人） 

（注）各年 9月末時点 
  

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

要介護（支援）認定者数 1,419 1,454 1,453 1,538 1,623

要支援１ 219 234 234 194 189

要支援２ 254 270 249 263 268

要介護１ 203 189 228 253 280

要介護２ 239 216 207 256 275

要介護３ 210 229 212 221 240

要介護４ 182 207 193 212 209

要介護５ 112 109 130 139 162

要支援１ 15.4 % 16.1 % 16.1 % 12.6 % 11.6 %

要支援２ 17.9 % 18.6 % 17.1 % 17.1 % 16.5 %

要介護１ 14.3 % 13.0 % 15.7 % 16.4 % 17.3 %

要介護２ 16.8 % 14.9 % 14.2 % 16.6 % 16.9 %

要介護３ 14.8 % 15.7 % 14.6 % 14.4 % 14.8 %

要介護４ 12.8 % 14.2 % 13.3 % 13.8 % 12.9 %

要介護５ 7.9 % 7.5 % 8.9 % 9.0 % 10.0 %

認定者数

構成比
（全認定者数比）
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（３）中学校区別にみた要介護（支援）認定者の状況 

中学校区別の要介護認定者数をみると、多い順から、古賀中学校区、古賀東中学校区、     

古賀北中学校区となっています。 

一方、要介護認定率については、高い順から、古賀東中学校区、古賀中学校区、古賀北中

学校区となっています。 

 

【高齢者人口及び認定者数（中学校区別）】                          （単位：人） 

（注１）平成 23 年 9月末時点 

（注２）認定率＝要介護認定者数（第 1号被保険者）÷第 1号被保険者総数 

 

 

【要介護度別認定者数（中学校区別）】                    （単位：人） 

 

 

 

 
（注）平成 23 年 9月末時点 

  

高齢化率 認定率

古賀中学校区 24,842 5,620 22.6 % 727 12.9 % 30

古賀東中学校区 12,780 2,460 19.2 % 411 16.7 % 16

古賀北中学校区 21,153 2,969 14.0 % 380 12.8 % 18

- - - 40 - 1他市町村（住所地特例）

総人口 第２号
被保険者

高齢者人口
要介護認定者数

第１号被保険者

人数 構成比
(同一校区内比)

要支援１

古賀中学校区 91 12.0 %

古賀東中学校区 43 10.1 %

古賀北中学校区 48 12.1 %

要支援２

古賀中学校区 127 16.8 %

古賀東中学校区 66 15.5 %

古賀北中学校区 69 17.3 %

要介護１

古賀中学校区 125 16.5 %

古賀東中学校区 59 13.8 %

古賀北中学校区 86 21.6 %

要介護２

古賀中学校区 144 19.0 %

古賀東中学校区 73 17.1 %

古賀北中学校区 55 13.8 %

人数 構成比
(同一校区内比)

要介護３

古賀中学校区 101 13.3 %

古賀東中学校区 77 18.0 %

古賀北中学校区 57 14.3 %

要介護４

古賀中学校区 94 12.4 %

古賀東中学校区 65 15.2 %

古賀北中学校区 44 11.1 %

要介護５

古賀中学校区 75 9.9 %

古賀東中学校区 44 10.3 %

古賀北中学校区 39 9.8 %
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（１）介護サービス受給者の状況 

要介護認定者の増加とともに、介護サービス受給者も増加傾向にあり、平成 23 年 9 月の

サービス受給者数は 1,390 人、要介護認定者のうちサービス利用率は、85.6％となっていま

す。 

なお、サービス未受給者は、医療機関への入院等によりサービスを利用しなかった人を示

しています。 

 

【介護サービス受給者数（利用者数）の推移】                       （単位：人） 

（注１）要介護認定者数：各年 9月末時点の認定者数 

（注２）介護サービス受給者数：各年 9月のサービス利用者数 

 

 

平成 23 年 9 月のサービス受給者 1 人当たりの費用額（利用者の 1 割負担含む）は、居

宅サービスが 98,069 円、地域密着型サービスが 230,690 円、施設サービスが 313,751 円、

全体では 143,131 円となっています。 

 

【一人当たり費用額の推移】                                （単位：円） 

（注）各年 9月（サービス利用分）の給付費 
  

３．介護保険サービスの状況 

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

要介護認定者数 1,419 1,454 1,453 1,538 1,623

介護サービス受給者数 1,144 1,193 1,224 1,286 1,390

居宅サービス受給者数 850 892 934 990 1,058

地域密着型サービス受給者数 68 75 71 79 108

施設サービス受給者数 226 226 219 217 224

介護サービス未受給者 275 261 229 252 233

介護サービス利用率 80.6 % 82.0 % 84.2 % 83.6 % 85.6 %

平成１９年 平成２０年 平成２１年 平成２２年 平成２３年

給付費（合計） 157,441,170 167,762,126 172,336,819 182,022,073 198,951,596

居宅サービス 74,206,594 81,237,443 88,386,640 96,055,104 103,756,746

地域密着型サービス 15,062,269 16,868,263 16,064,488 18,172,311 24,914,568

施設サービス 68,172,307 69,656,420 67,885,691 67,794,658 70,280,282

１人当たり給付費（合計） 137,623 140,622 140,798 141,541 143,131

居宅サービス 87,302 91,073 94,632 97,025 98,069

地域密着型サービス 221,504 224,910 226,260 230,029 230,690

施設サービス 301,647 308,214 309,980 312,418 313,751
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（２）介護サービスの利用状況 

介護サービスの利用状況は、要介護認定者及び介護サービス受給者の増加とともに、年々増加

傾向にあります。 

地域密着型特定施設入居者生活介護の件数減少は、平成 21 年度に 1 ヵ所が特定施設入居者生

活介護に変更されたことに伴うものです。 

また、平成23年度に地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護が1ヵ所整備されています。 

 

【介護サービス利用状況】                        （単位：件） 

（注１）各年度年間の合計値 

（注２）平成 23 年度の値は、平成 23 年 4月～平成 23 年 11 月（審査分）の実績を基に算出した見込み数 
  

平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
（見込み）

居宅（介護予防）サービス

訪問介護 3,503 3,592 3,373 3,572 3,737

訪問入浴介護 148 149 164 158 130

訪問看護 676 675 649 737 788

訪問リハビリテーション 175 270 336 346 360

居宅療養管理指導 933 956 1,661 2,008 2,478

通所介護 5,784 6,007 6,009 6,445 6,905

通所リハビリテーション 1,762 1,825 1,779 1,950 2,156

短期入所生活介護 795 921 993 1,223 1,322

短期入所療養介護 44 17 22 33 30

福祉用具貸与 3,453 3,772 4,162 4,640 4,839

特定福祉用具販売 134 144 131 147 131

住宅改修 124 142 144 158 150

特定施設入居者生活介護 601 729 953 922 849

居宅介護支援 9,354 9,704 9,657 10,454 11,070

地域密着型サービス

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 0 5 97 124 156

認知症対応型共同生活介護 658 717 775 797 829

地域密着型特定施設入居者生活介護 167 204 19 0 0

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

0 0 0 0 315

施設サービス

介護老人福祉施設 772 695 692 720 773

介護老人保健施設 459 486 482 555 548

介護療養型医療施設 1,544 1,536 1,484 1,430 1,439

サービス区分
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
（見込み）

居宅（介護予防）サービス費 892,029,203 942,319,332 1,033,742,775 1,145,493,790 1,226,885,959

訪問介護 119,981,483 113,567,901 101,744,227 108,951,169 117,481,339

訪問入浴介護 6,653,869 7,001,516 9,727,015 9,510,811 8,120,939

訪問看護 29,466,307 28,804,442 27,496,558 28,826,357 32,201,819

訪問リハビリテーション 3,790,170 5,807,928 9,761,258 9,685,156 11,158,720

居宅療養管理指導 9,803,150 10,371,870 15,084,270 17,417,250 20,439,088

通所介護 346,365,456 373,523,203 396,847,279 445,278,090 484,578,591

通所リハビリテーション 105,792,596 113,605,177 116,897,874 125,114,926 138,127,055

短期入所生活介護 52,318,026 58,006,977 58,606,897 75,497,803 90,983,963

短期入所療養介護 2,551,365 500,985 1,156,869 1,901,826 1,433,963

福祉用具貸与 38,166,984 39,917,385 42,265,674 46,823,751 48,677,790

特定福祉用具販売 2,771,709 3,821,127 3,059,171 3,878,506 3,494,012

住宅改修 11,039,541 10,977,593 11,226,008 13,024,955 12,330,360

特定施設入居者生活介護 87,086,890 96,601,986 151,053,531 154,854,574 138,367,070

居宅介護支援 76,241,657 79,811,242 88,816,144 104,728,616 119,491,250

地域密着型サービス費 185,323,958 208,552,519 203,755,023 215,834,693 300,914,803

夜間対応型訪問介護 0 0 0 0 0

認知症対応型通所介護 0 0 0 0 0

小規模多機能型居宅介護 0 491,661 14,053,257 22,052,367 23,748,725

認知症対応型共同生活介護 155,772,908 171,078,274 186,144,228 193,782,326 201,418,559

地域密着型特定施設入居者生活介護 29,551,050 36,982,584 3,557,538 0 0

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

0 0 0 0 75,747,519

施設サービス 840,238,201 830,455,554 825,646,271 834,118,452 854,543,523

介護老人福祉施設 173,786,450 158,056,224 165,357,526 171,473,248 188,872,379

介護老人保健施設 116,537,336 120,937,584 126,263,240 146,655,100 144,961,679

介護療養型医療施設 549,914,415 551,461,746 534,025,505 515,990,104 520,709,465

その他 76,362,071 80,120,999 92,865,542 98,086,377 112,975,511

特定入所者介護（介護予防）サービス費 50,603,110 51,188,470 51,392,850 50,129,290 64,051,316

高額介護（介護予防）サービス費 23,292,321 26,514,304 36,350,665 41,498,189 41,773,896

高額医療合算介護（介護予防）サービス費 - - 2,624,227 3,932,318 4,829,942

審査支払手数料 2,466,640 2,418,225 2,497,800 2,526,580 2,320,357

1,993,953,433 2,061,448,404 2,156,009,611 2,293,533,312 2,495,319,796

- - 2,423,668,956 2,560,146,846 2,650,707,429

- - 88.96 % 89.59 % 94.14 %

サービス区分

介護給付費合計

第４期計画値

第４期計画比(介護給付費合計/第４期計画値)

 

（３）介護給付費の状況 

介護給付費については、介護サービス利用件数と同様に年々増加傾向にあり、平成 23 年度は

2,495,319,796 円の見込みとなっています。特に、平成 23 年度は、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護が 1 ヵ所整備されたことに伴い、大きく増加しています。 

 

【介護給付費の状況】                                   （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）各年度年間の合計値 

（注２）平成 23 年度の値は、平成 23 年 4月～平成 23 年 11 月（審査分）の実績を基に算出した見込み数 
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平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度
（見込み）

介護予防事業 17,172,434 21,306,963 22,106,073 25,419,948 28,792,000

特定高齢者把握事業 2,738,204 9,137,217 7,603,373 10,576,201 11,730,000

通所型介護予防事業 2,150,000 1,800,000 2,400,000 5,747,000 8,370,000

訪問型介護予防事業 - 335,048 229,411 214,011 -

介護予防普及啓発事業 767,350 2,218,450 8,735,145 6,342,567 3,076,000

普及啓発 742,350 299,000 1,164,044 246,750 -

地域展開型健康づくり事業 - - 381,717 1,090,804 -

健康づくり推進員事業 - - 3,385,934 3,497,513 -

介護予防講座 - - 1,192,500 807,500 2,176,000

介護予防教室 - - - 700,000 900,000

介護予防講演会 - 1,899,450 2,575,350 - -

地域運動教室 25,000 20,000 35,600 - -

地域介護予防活動支援事業 11,516,880 7,816,248 3,138,144 2,540,169 5,616,000

生活管理指導員派遣事業 4,807,360 885,588 475,100 339,450 748,000

認知症サポーターキャラバン事業 - - 409,504 213,775 -

健康づくり生きがい活動支援事業 4,010,728 3,921,888 1,597,654 - -

えんがわくらぶ事業 - - - 1,587,845 1,600,000

健康づくりサポーター育成事業 2,698,792 3,008,772 655,886 399,099 3,268,000

包括的支援事業 27,387,330 27,636,263 34,456,802 35,515,584 33,374,000

介護予防マネジメント事業 9,029,707 10,600,802 9,976,867 10,641,799 6,632,000

包括支援事業 18,357,623 17,035,461 24,479,935 24,873,785 26,742,000
       

任意事業 3,015,000 2,495,250 6,257,883 4,770,680 8,213,000

成年後見制度利用支援事業 - 20,250 9,350 11,330 636,000

家族介護教室 3,015,000 2,475,000 360,000 400,000 400,000

介護用品給付事業 - - 4,104,710 4,359,350 6,905,000

認知症サポーターキャラバン事業 - - - - 272,000

地域自立生活支援事業 - - 294,000 - -

給付適正化事業 - - 1,489,823 - -

47,574,764 51,438,476 62,820,758 65,706,212 70,379,000

- - 72,369,000 76,714,000 79,371,000

- - 86.81 % 85.65 % 88.67 %第４期計画比(地域支援事業費合計/第４期計画値)

第４期計画値

地域支援事業費合計

事業区分

 

（４）地域支援事業費の状況 

地域支援事業費についても、年々増加傾向にあり、平成 23 年度は 70,379,000 円の見込みと

なっています。 

 

【地域支援事業費の状況】                                 （単位：円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第２章 高齢者を取り巻く現状 

14 

 

 

 

（１）調査概要 

本計画策定の基礎資料として、福祉・介護や健康づくりに関する高齢者のニーズや考え方を把

握するため、実態調査を実施しました。 
  

４．高齢者実態調査の実施結果 

調査対象

○在宅要援護者調査

○施設・居住系サービス利用者調査

○第１号被保険者調査

○第２号被保険者調査

調査方法

調査員（民生委員）による訪問調査

施設職員による調査

郵送による調査

調査期間 平成２３年１月２７日～平成２３年２月２８日

回収結果

○在宅要援護者調査
　　　配布数　　　　 １,１８７
　　　回収数　　　　　  ９４５
　　　有効回収率　　　７９．６ ％

○施設・居住系サービス利用者調査
　　　配布数　　　　　　３４１
　　　回収数　　　　　  ３０３
　　　有効回収率　　　８８．９ ％

○第１号被保険者調査
　　　配布数　　　　 １,３００
　　　回収数　　　　　  ９０３
　　　有効回収率　　　６９．５ ％

○第２号被保険者調査
　　　配布数　　　　　　７００
　　　回収数　　　　　  ３６５
　　　有効回収率　　　５２．１ ％
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（２）調査結果 

 ① 介護が必要になった主な原因  

介護が必要になった主な原因として、在宅要援護者では、「脳出血・脳梗塞」（26.5%）が

最も高く、次いで「高齢による衰弱」（24.3%）、「認知症」（21.2%）、「骨折・転倒」（19.7%）

となっています。 

  

また、施設利用者では、「認知症」（38.9%）が最も高く、次に「脳出血・脳梗塞」（29.4%）

となっています。 

  

介護が必要になった主な原因（在宅要援護者）
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無
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答

在宅要援護者（回答者数=839）　複数回答可
％

介護が必要になった主な原因（施設利用者）
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施設利用者（回答者数=303）
％
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 ② 心配ごとや悩みごとに関して  

相談相手については、在宅要援護者、一般高齢者ともに、「娘」、「息子」、「配偶者」等の

家族の割合が高くなっています。 

次いで、高い割合を占めているのは、在宅要援護者では、「ケアマネジャー」、一般高齢者

では、「知人・友人」となっています。 

 

    生活する上での不安や悩みごとについては、在宅要援護者、一般高齢者ともに、「自分の

健康」が最も高く、次いで「家族の健康」、「災害時の対応」となっています。 

  一方、「特にない」の割合は 1 割程度であり、8 割以上の方が生活に何らかの悩みや不安を

抱えていることが分かります。 

心配ごと悩みごとの相談相手
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在宅要援護者（回答者数=745） 一般高齢者（回答者数=841）　　　　　　　複数回答可
％
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在宅要援護者（回答者数=945） 一般高齢者（回答者数=903）　　　　　　　複数回答可
％
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 ③ 生きがいについて  

生きがいの有無について、89.3%が「ある」、7.0%が「ない」と回答しています。 

 

                  生きがいの有無 

 

 

 

 

 

 

生きがいが「ある」と回答した方に、現在の生きがいについてたずねたところ、「買い物

や旅行」（58.6%）が最も高く、次いで「子どもや孫の成長」（56.9%）、「趣味・娯楽」（56.7%）、

「友人・知人の付き合い」（56.5%）となっています。 

  

一般高齢者
（回答者数=903）
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ない 7.0 %

無回答 3.8 %
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一般高齢者（回答者数=806） 複数回答可

％
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 ④ 地域活動への参加  

地域活動への参加状況は、「参加していない」が 34.3%を占めていますが、参加している

方の割合で最も高くなっているのは、「自治会・町内会」（28.9%）です。次いで、「祭り・行

事」（26.2%）、「サークル活動」（19.0%）となっています。 

 

 

地域活動への参加意向としては、「特にない」が 30.6%を占めているものの、割合の高い

ものから「健康・スポーツ活動」（28.9%）、「知識や教養を高めるための学習活動」（24.6%）、

「環境美化活動」（19.3%）となっています。 

地域活動への参加状況
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％
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一般高齢者（回答者数=903） 複数回答可

％
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 ⑤ 地域の支援に関して  

在宅要援護者が地域に望む支援は、「特にない」（47.5%）の割合が最も高くなっています

が、支援希望の中では、「災害時の手助け」（27.9%）、「話し相手」（12.4%）の割合が高くな

っています。 

 

 

一般高齢者が要援護者世帯に対してできる支援としては、「話し相手」（45.6%）の割合が

最も高く、次いで「災害時の手助け」（41.3%）、「買い物の手伝い」（36.5%）となっています。 

  

要援護者のいる世帯に対して支援できること（一般高齢者）
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一般高齢者（回答者数=903） 複数回答可

地域に望む支援（在宅要援護者）
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在宅要援護者（回答者数=945） 複数回答可
％
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 ⑥ 介護予防教室  

介護予防教室への参加意向については、在宅要援護者では「送迎がある教室」（50.7%）の

割合が最も高くなっていますが、一般高齢者では「自宅から歩いていける」（56.8%）が最も

高く、次いで「講座を選択できる教室」（44.9%）の割合が高くなっています。 

  

介護予防教室への参加意向

50.7

20.2 19.6

44.9

8.2

24.1
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24.0 22.0
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16.9
14.0 13.8

26.2
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13.012.7
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催
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講

座

を

選

択

で

き

る

教

室

個

人

指

導

中

心

の

教

室

無

回

答

参

加

し

た

く

な

い

開

催

時

間

を

利

用

者

に

合

わ

せ

て

く

れ

る

教

室

そ

の

他

在宅要援護者（回答者数=945） 一般高齢者（回答者数=841）　　　　　　　複数回答可％
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 ⑦ 今後の介護希望について  

今後の介護希望については、在宅要援護者では「自宅で家族の介護の他に介護保険の在宅

サービスを利用したい」（36.8%）の割合が最も高く、施設利用者では「施設で生活したい」

（33.4%）の割合が高くなっています。 

 

 

今後介護が必要になったときの希望を一般高齢者にたずねたところ、「自宅で家族の介護

の他に介護保険の在宅サービスを利用したい」（44.4%）の割合が最も高くなっています。 

  

今後の介護希望
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介
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ビ
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だ
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た
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設

で

生

活
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そ

の

他

本

人

が

回

答

で

き

な

い

無

回

答

在宅要援護者（回答者数=945） 施設利用者（回答者数=303）
％

介護が必要になったときの希望（一般高齢者）
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を
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他

無
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答

一般高齢者（回答者数=903）

％
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 ⑧ 施設サービスの利用について  

施設サービスを希望する在宅要援護者に、その理由をたずねたところ、「家族に負担をか

けたくないから」（69.1%）の割合が最も高く、次いで「家族からの介護が期待できないから」

（25.5%）となっています。 

 

 

施設利用者に施設を利用している理由をたずねたところ、「家族はいるが十分な介護がで

きないから」（58.4%）の割合が最も高く、次いで「常時介護が必要だから」（31.9%）、「介護

する家族がいないから」（26.9%）となっています。 

施設サービスを希望する理由（在宅要援護者）

69.1

25.5
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介
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他

無
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答

在宅要援護者（回答者数=165） 複数回答可

％

施設を利用している理由（施設利用者）
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答

施設利用者（回答者数=945） 複数回答可
％
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 ⑨ 介護者（在宅介護）の状況について  

在宅介護を行っている介護者が、在宅介護を行う上で困っていることとしては、「精神的

負担が大きい」（26.0%）、「身体的負担が大きい」（18.9%）の割合が高くなっています。 

 

 

在宅介護を行っている介護者が、在宅介護を継続する上で必要な支援としては、「サービ

スの充実」（41.1%）、「サービスに関する分かりやすい情報の提供」（33.4%）の割合が高くな

っています。 

 

 

在宅介護を行う上で困っていること

26.0

18.9
17.0

16.1

8.7
7.6

6.7 5.9 5.5

1.6
3.8

20.4

23.5

0

10

20

30

精

神

的

負

担

が

大

き

い

身

体

的

負

担

が

大

き

い

サ

ー

ビ

ス

の

利

用

料

の

経

済

的

負

担

が

大

き

い

本

人

が

嫌

が

る

た

め

サ

ー

ビ

ス

を

増

や

せ

な

い

介

護

方

法

が

分

か

ら

な

い

サ

ー

ビ

ス

の

利

用

限

度

額

が

低

い

サ

ー

ビ

ス

の

使

い

勝

手

が

悪

い

希

望

す

る

サ

ー

ビ

ス

事

業

者

を

利

用

で

き

な

い

希

望

す

る

サ

ー

ビ

ス

が

な

い

家

族

や

近

隣

の

理

解

や

協

力

が

足

り

な

い

そ

の

他

特

に

な

い

無

回

答

在宅介護者（回答者数=945） 複数回答可

％

在宅介護を継続する上で必要な支援
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在宅介護者（回答者数=945） 複数回答可

％
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在宅介護を行っている介護者の今後の希望としては、「自宅で家族介護の他に在宅サービ

ス等を希望」（43.4%）の割合が最も高くなっています。 

 

 

在宅介護を行っている介護者が施設サービスを希望する理由としては、「心身の負担が大

きいから」（64.6%）の割合が最も高く、次いで「仕事や家庭生活への影響が大きいから」（44.0%）

となっています。 

  

今後の希望（在宅介護者）
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在宅介護者（回答者数=945） 複数回答可

％

施設サービスを希望する理由（在宅介護者）
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在宅介護者（回答者数=175） 複数回答可

％
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 ⑩ 今後の市の施策について  

今後、市が特に力を入れるべきことについて、在宅要援護者では、「寝たきりや認知症に

ならないための介護予防対策を進める」（35.0%）の割合が最も高く、次いで「ホームヘルプ

などの介護保険の在宅サービスを充実する」（29.5%）となっています。 

施設利用者では、「特にない」（36.0%）の割合が最も高くなっていますが、その他で高い

割合を占めているのは、「寝たきりや認知症にならないための介護予防対策を進める」（16.5%）

「グループホームなどの入居できる施設サービスを充実する」（15.5%）となっています。 

一般高齢者では、「寝たきりや認知症にならないための介護予防対策を進める」（34.4%）

の割合が最も高く、次いで「健康診査や健康教育などの健康づくり対策を進める」（31.2%）

となっています。 

  
％ 

市が特に力を入れるべきこと
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0 10 20 30 40

寝たきりや認知症にならない
ための介護予防対策を進める

ホームヘルプなどの介護保険
の在宅サービスを充実する

グループホームなどの入居できる
施設サービスを充実する

高齢者の見守り等を行うボラン
ティア活動を活発にする

道路や建物などを高齢者に
配慮して整備する

健康診査や健康教育などの
健康づくり対策を進める

高齢者の生きがいづくり対策を
進める

高齢者の権利を守る対策を
進める（虐待防止や財産保全）

高齢者の就労の機会を増やす

その他

特にない

無回答

在宅要援護者（回答者数=945） 施設利用者（回答者数=303） 一般高齢者（回答者数=903）　　　　複数回答可
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 ⑪ 介護サービスに関して  

介護サービスを利用している在宅要援護者に、介護サービスに対する満足度をたずねたと

ころ、「満足」（28.3%）と｢ほぼ満足｣（26.7%）を合わせた割合は 55.0%を占めています。 

一方、「普通」と答えた方の割合は 33.3%となっており、「やや不満」（6.0%）と「不満」（3.2%）

を合わせた割合は 9.2%となっています。 

 

             介護サービスに対する満足度（サービス利用者） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、介護サービス利用料についてたずねたところ、「適当」と答えた方が 76.9%と最も

割合が高く、｢高い｣の割合は 16.3%、「安い」の割合は 2.8%となっています。 

 

             介護サービス利用料について（サービス利用者） 

  

在宅要援護者
（回答者数=753）

満足 28.3 %

ほぼ満足 26.7 %

普通 33.3 %

やや不満 6.0 %

不満 3.2 %

無回答 2.5 %

在宅要援護者
（回答者数=753）

高い 16.3 %

適当 76.9 %

安い 2.8 %

無回答 4.0 %
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 ⑫ 介護保険料について  

介護保険料の負担について、「保険制度なのでやむを得ないと思う」の割合が最も高く、

在宅要援護者で 35.7%、一般高齢者では 41.9%を占めています。次いで「保険制度なので仕

方ないができれば負担したくない」の割合が在宅要援護者で 23.2%、一般高齢者では 26.2%

となっています。 

 

介護保険料と介護サービスのあり方について、在宅要援護者と一般高齢者では「どちらと

もいえない」の割合が最も高く、「利用できるサービスを抑えても保険料は低いほうがよい」

は在宅要援護者で 25.0%、一般高齢者は 35.2%、「保険料が高くても利用できるサービスが充

実されればよい」は在宅要援護者で 22.2%、一般高齢者は 19.5%となっています。 

介護保険料の負担に関して
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無回答

在宅要援護者（回答者数=945） 施設利用者（回答者数=303） 一般高齢者（回答者数=903）

％

介護保険料と介護サービスのあり方
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本人が回答できない

無回答

在宅要援護者（回答者数=945） 施設利用者（回答者数=303） 一般高齢者（回答者数=903）

％
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第３章 基本構想 

 

 

 

古賀市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画において、高齢者一人ひとりが住み慣れた

地域の中で「いつも健康 いつでも安心 だれもがいきいき」としたその人らしい生活を送

ることのできるまちづくりを目指し、このことを第１期の計画から一貫して基本理念として

位置づけてきました。 

本計画においても、これまでの計画の進捗状況や課題を踏まえ、高齢者を地域社会全体で

支えるための体制の構築を継続し、さらなる推進を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 ① 高齢者の尊厳の確保  

    人として尊ばれ、社会の一員として生涯にわたって健やかでやすらぎのある人生を送る

ことは、高齢者のみならずすべての人の願いです。とりわけ高齢者は多年にわたって社会

の進展に寄与してきた人々であり、寝たきりや認知症で介護を要する状態になっても、そ

の願いは尊重されなければなりません。 

    高齢者福祉施策及び介護保険施策の推進にあたっては、すべての高齢者の尊厳を基調に

進めます。 

 

 ② 活力ある高齢期の実現  

    高齢者のみならず、誰もが家庭や地域において心身ともに健やかに過ごせるよう、生涯

を通じた健康づくりを支援するとともに、高齢者が知識や経験、特技を生かしながら、意

欲をもって社会活動に参加し、生きがいある生活を送ることができるよう支援します。 
  

【高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の基本理念の視点】 

１．基本理念 
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 ③ 介護予防の推進  

    高齢者が要介護状態になることを可能な限り予防するとともに、要介護状態になっても

状態が悪化しないよう維持・改善を図るため、地域包括支援センターを中心とした介護予

防ケアマネジメントの体制づくりを進めます。 

また、効果的な介護予防の取組を推進しながら、在宅生活を基本とした自立支援に努め

ます。 

 

 ④ ともに生きるまちづくり  

    高齢者が地域において暮らし続けるためには、日常的な健康管理や予防対策に力を入れ

ることが重要です。介護が必要になっても、その状態にあった生活を支えるサービスが継

続的に提供されるよう、在宅・施設を問わず、介護・医療サービスからボランティアや近

隣住民同士の助け合いまで、地域のあらゆる社会資源を活用したケアシステムの充実を図

ります。 

 

 ⑤ 利用者本位のサービスの確立  

    介護保険制度においては、利用者自らが必要なサービスを選択し利用することが可能で

す。利用者に必要な介護に関するサービスが包括的に提供されるよう、保健・福祉・医療

について横断的、多面的な相談・支援や、認知症高齢者に対する権利擁護事業に関する取

組を行います。 
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高齢者ができる限り要介護状態にならず、安心していきいきと暮らすためには、「健康」

は大きな要素です。 

そのためには、自分自身の健康づくりや介護予防に対する意識を高め、心身の健康を維持

しつつ、それぞれの状態や生活自立度に応じた健康づくりや介護予防の取組を切れ目なく継

続して行うことが重要です。 

   高齢者が要介護状態になることをできる限り予防するとともに、要介護状態になった場合

でも状態を維持・改善させるため、地域包括支援センターを中心に介護予防の取組を推進し

ながら、在宅生活を基本とした自立支援を図ります。 

 

 

 

 

高齢者の多くは、たとえ介護が必要な状態になっても、できる限り長年住み慣れた地域で

暮らすことを望んでいます。しかし、地域や家族のつながりの希薄化による高齢者の孤立、

高齢者世帯の増加による介護不安、介護疲れ等による高齢者への虐待などの問題が生じてい

ます。 

このような不安や負担などの問題を解消し、高齢者がいつまでも安心していきいきと生活

できるようにするため、総合相談・支援体制を充実させるとともに、保健・医療・介護・福

祉の連携や地域のネットワークづくりを推進し、地域全体で高齢者を支える支援体制の充実

を図ります。 

 

 

 

 

今後の高齢化に伴って認知症高齢者の増加が予測される中、認知症高齢者とその家族が尊

厳を保ちながら安心して穏やかな日常生活を送ることができるようにするには、市民が認知

症について正しく理解し、地域全体で高齢者の生活を支えていく社会の構築が必要です。 

地域包括支援センターを中心として関係機関や地域との連携を図りながら、実態把握や啓

発、相談体制の確立、虐待対策、権利擁護などの対策や支援体制の充実を図ります。 
  

（１）健康づくりと介護予防の推進 

（２）地域での生活を支援する体制の充実 

（３）認知症高齢者の支援体制の充実 

２．計画の重点課題 
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高齢者が長年の間で培った知識や経験は社会の宝です。 

高齢者が持っている知識や経験を地域社会に還元することは、明るく活力ある地域社会の

形成に貢献するとともに、高齢者自身が地域のまちづくりの担い手としての役割を意識する

ことにより生きがいのある生活を送ることができ、高齢者の生活の質の向上につながります。 

   そのため、高齢者がそれぞれの意欲や能力に応じた活動を通し自己実現を図れるよう、高

齢者の社会参加や生きがいづくりを支援し、いつまでもいきいきと活躍できる活力ある地域

社会の形成を図ります。 

 

 

 

 

介護が必要となっても住み慣れた地域で生活するためには、介護保険を中心とした様々な

サービスが個々の高齢者や状態の変化に応じて、切れ目なく提供されることが必要です。 

今後、高齢化の進行によって、介護保険サービスとそれを補完する福祉サービス等の需要

はさらに高まると予測されます。 

介護が必要な高齢者やその家族が自ら必要なサービスを選択し、安心して利用できるよう、

介護保険サービスやそれを補完する福祉サービス等について、それぞれの状態に応じた利用

者本位のサービスを提供するための体制の充実を図ります。 
  

（４）社会参加と生きがいづくりの支援 

（５）高齢者を支援するサービスの充実 
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いつも健康 いつでも安心 だれもがいきいき 

１．高齢者の尊厳の確保 
２．活力ある高齢期の実現 
３．介護予防の推進 
４．ともに生きるまちづくり 
５．利用者本位のサービスの確立 

１．健康づくりと介護予防の推進 

２．地域での生活を支援する体制の 

充実 

３．認知症高齢者の支援体制の充実 

４．社会参加と生きがいづくりの支援 

５．高齢者を支援するサービスの充実 

基本理念の視点 

③ 認知症高齢者の権利擁護体制の充実 

② 認知症高齢者に対する理解の促進 

① 認知症高齢者のケア体制の充実 

② 介護予防・生きがい活動支援 

③ 就労機会の確保 

① 社会活動参加への支援 

① 介護保険サービスの充実 

② 在宅生活支援サービスの充実 

③ 施設生活支援事業の推進 

④ 高齢者支援助成事業の推進 

① 相談支援機能の充実 

② 地域による支援体制の充実 

③ 社会福祉協議会との連携 

（重点課題） （施策の方針） 

（基本理念） 

② 健診体制の充実 

③ 介護予防体制の推進 

① 健康づくりの推進 

３．施策体系の概要 
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第４章 高齢者福祉施策の推進 

 

 

 

いくつになっても住み慣れた地域で、健やかにその人らしい自立した生活ができるよう、

そして、一人ひとりが健康の大切さに気付き「自分の健康は自分でつくる」という意識を育

てることができるよう、古賀市健康増進計画「ヘルスアップぷらん」の推進を図りながら、

市民の健康づくり支援体制の整備に努めます。 

また、健康づくり事業に参加が困難な高齢者の中から、介護予防が必要な人たちを組織

的・体系的に地域全体の中から掘り起こし、個人個人にあった介護予防ケアをきめ細やかに

実施していきます。 

 

（１）健康づくりの推進 

 

１．健康づくりと介護予防の推進 

[ 事業内容 ]
　生活習慣病予防・健康増進などの健康に関する正しい知識の普及を図ることによ
り、壮年期からの健康づくりを支援するため、地域医療機関等と連携を図り、各種
教室・講座等を開催しています。

[ 施策の方向 ]
○ 生活習慣病予防を目的とした健康教室や、分館教養学級・市民団体などを対象に
　 した出前講座を実施するなど、健康に関する正しい知識の普及を図ります。

○ 食を通した健康づくりの大切さの普及を図るため、食生活改善推進員の養成を行
　 い、市民の自主的な健康づくり活動を推進します。

○ 地域医療機関等と連携して講座や講演会などを開催し、市民の健康づくりについ
　 ての意識の高揚を図ります。

① 健康教育

【健康教育の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

健康教育回数 １４８回 ７７回 ４０回
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[ 事業内容 ]
　気軽にできる健康づくりと生活習慣病予防のため、｢歩いてん道｣を整備するとと
もに、史跡や季節を楽しむためのウォーキングマップを作成し、ウォーキングの奨
励を行っています。
　また、歩行の効用について学習し、市内の名所等を巡りながらウォーキングを行
う「ウォーキング健康塾」を市民ボランティアと協働で実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 「歩いてん道｣の活用や気軽にできる健康づくり事業の取組を継続するとともに
　 健康づくり拠点の一つである｢クロスパルこが｣の指定管理者と連携し、施設の有
　 効活用を図りながら個人の体力に応じた運動指導や助言を行うなど、高齢者の健
　 康づくり・体力づくりを支援します。

② 体力づくりのための支援や環境整備

【ウォーキング健康塾開催状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

開催回数 １５回 １８回 １５回

参加人数 ２９９人 ３８０人 ２３６人

[ 事業内容 ]
　健康づくり、生きがい活動を推進するため、「健康づくりサポーター養成講座」
を開催し、健康づくりサポーターの育成に取り組んでいます。

[ 施策の方向 ]
○ 高齢者の介護予防推進のため、生活機能及び体力の維持向上を目指した指導を行
　 うことができる健康づくりサポーターの育成に努めます。

③ 健康づくりサポーター育成事業 地域支援事業

【健康づくりサポーター育成の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

育成人数 ３１人 ４０人 ２６人

【健康づくりサポーター育成の見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

育成人数 ２０人 ２０人 ２０人
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[ 事業内容 ]
　地域などにおいて、世代を問わず、運動や食生活などの健康づくりに関する指導
及び助言を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 健康増進、生活習慣病予防及び介護予防のため、健康測定等機器を活用し、運動
　 や食生活の総合的な健康づくりに関し、地域や各種団体等において指導及び助言
　 を行います。

④ 健康づくり推進員事業

【地域活動等の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

地域活動等回数 ６１回（２,６７９人） ６５回（２,５２２人） ３０回（５００人）

[ 事業内容 ]
　健康づくりサポーターや教室参加者との協働により、地域住民自ら健康づくり・
介護予防を目指し、各地域の公民館等での高齢者を中心とした健康づくり教室（玄
米ニギニギ・ボール運動）や体力測定等を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 健康づくり・介護予防に取り組むための情報提供や健康づくりサポーターによる
　 健康づくり教室・体力測定の実施等、高齢者を中心とした地域住民が身近で気軽
　 に健康づくり・介護予防を実施するための環境づくりを支援します。

⑤ 地域展開型健康づくり事業

 【教室の開催状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

開催回数 ４６回 ２５９回 ４２０回

参加者数 １,００７人 ５,５３８人 ７,７９６人

地域支援事業

【教室の開催予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催回数 ４７０回 ４９０回 ５１０回

参加者数 ８,５００人 ９,０００人 ９,５００人
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[ 事業内容 ]
介護予防のための筋力向上や生活習慣病の原因の一つである運動不足を解消し、

健康運動の習慣化を促すため、インストラクター等の専門の指導員を講師とした体
力づくりの教室を開催しました。

また、事業実施効果の充実を図るため、平成２２年度より「体力づくりのための
支援や環境整備（３４ページ）」、「地域展開型健康づくり事業（３５ペー
ジ）」、「介護予防講座（４３ページ）」の各事業の中に移行し、実施しました。

[ 施策の方向 ]
○ 本事業は個別事業としては廃止（平成２２年度より他事業へ移行）しているため
　 今後も上述の関連事業を推進します。

⑥ 地域運動教室

【運動教室の開催状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

開催回数 ５回 - -

参加人数 ３３８人 - -

[ 事業内容 ]
　若年期では重症化しなかった病気でも、加齢による体力の衰えにより重症化する
場合や、ときには生命にかかわる場合もあります。これらを予防するために予防接
種の推進を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 75歳以上を対象とした「高齢者肺炎球菌予防接種」の接種費用の助成を継続しま
　 す。

○ 65歳以上を対象とした「高齢者インフルエンザ予防接種」の接種費用の助成を継
　 続します。

○ 予防接種の接種率を高めるための啓発を行います。

⑦ 予防接種

【高齢者インフルエンザ予防接種の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

接種率 ４５％ ５１％ ５２．５％

 【高齢者インフルエンザ予防接種の目標】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

接種率 ５４％ ５５．５％ ５７％
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（２）健診体制の充実 

疾病の早期発見に欠かせない各種健診体制については、市が実施するがん検診等と医療保

険者が生活習慣病予防の観点から行う「特定健康診査」を総合的に実施しています。 

特定健康診査の結果に応じて、特定保健指導を個別に実施しています。 

 

  【健診体制】 

 医療保険者が実施する健診 市が実施する検診 

 

75 歳 

 

70 歳 

 

65 歳 

 

60 歳 

 ※(注 2)  

   

   

   

   

50 歳 
   

40 歳 
※(注 1)   

30 歳 
   

20 歳 

特定健康診査 健診（75 歳以上） がん検診等※(注３) 
 

         （注１）医療保険者の任意で実施される健診 

（注２）後期高齢者医療広域連合が行う健診 

         （注３）がん検診等の種別により、対象年齢が異なる。 
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[ 施策の方向 ]
○ がん検診（胃がん・大腸がん・子宮頸がん・乳がん・肺がん）を実施します。

○ 骨粗しょう症検診及びＣ型肝炎・Ｂ型肝炎ウイルス検診を実施します。

○ 65歳以上を対象とした胸部レントゲン検診を実施します。

○ 健診の受診率向上のための啓発を行います。

① 健康診査

[ 事業内容 ]
　がんの早期発見・早期治療及び生活習慣病予防を促進するため、各種健診を実施
しています。

【各種検診状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

対象者 ８,４２０人 ８,５５４人 -

受診者 ２,２１８人 ２,０３９人 -

受診率 ２６．３％ ２３．８％ -

対象者 １６,６２１人 １６,６２１人 １６,６２１人

受診者 １,８２２人 １,７２８人 １,５５０人

受診率 １１．０％ １０．４％ ９．３％

対象者 １６,６２１人 １６,６２１人 １６,６２１人

受診者 ２,１４６人 １,９８５人 ２,２００人

受診率 １２．９％ １１．９％ １３．２％

対象者 ８,０７２人 ８,０７２人 ８,０７２人

受診者 １,６８６人 １,４６４人 １,３７０人

受診率 ２０．９％ １８．１％ １７．０％

対象者 ６,０００人 ６,０００人 ６,０００人

受診者 １,６８１人 １,３９０人 １,３１０人

受診率 ２８．０％ ２３．２％ ２１．８％

対象者 - - １６,６２１人

受診者 - - ７８０人

受診率 - - ４．７％

骨粗しょう症検診 受診者 １９０人 ２６０人 ２４０人

肝炎ウイルス検診 受診者 ５６３人 ３６７人 ３００人

乳がん検診

子宮頸がん検診

特定健診
（国民健康保険）

胃がん検診

大腸がん検診

肺がん検診
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③ 健康相談

[ 事業内容 ]
　市民の健康増進を図るため、保健師や栄養士が個別の相談に応じ、必要な指導・
助言を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 保健指導の対象でない高齢者の生活習慣病に関する相談や高齢者特有の疾病、加
　 齢に伴う体調の変化などの健康相談及び75歳以上の高齢者の健康全般の相談につ
　 いて、相談事業を継続します。

【健康相談実施状況】

平成２１年度 平成２２年度

実施人数 ４,３０５人 ２,３６１人

[ 事業内容 ]
　それぞれの医療保険者において、健診及び保健指導を実施し、生活習慣病に着目
した特定保健指導を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 74歳までの高齢者で、生活習慣病予備群及びハイリスク者で生活改善を要する場
　 合は特定保健指導を実施します。

○ 国民健康保険の保険者として国民健康保険の被保険者に対して指導を行っていま
　 すが、それ以外の保健指導を希望する高齢者に対しては健康相談等の機会を通じ
　 て指導を行います。

② 保健指導

【保健指導実施状況（国民健康保険被保険者）】

平成２１年度 平成２２年度

受診率 ２６．３％ ２３．８％

保健指導実施率 ６４．６％ ６９．０％
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（３）介護予防体制の推進 

  

[ 施策の方向 ]
○ 今後も継続的に、基本チェックリスト（アンケート）による調査及び関係機関か
　 らの情報提供をもとにした個別相談・訪問による二次予防事業対象者の把握に努
　 めます。

○ 調査については、年度ごとに主な把握対象年齢を設け、個別調査を実施します。
　 また、広報や「古賀市健診・予防接種ハンドブック」等によって市民周知をする
　 ことにより、調査対象年齢以外であっても調査を希望する６５歳以上の高齢者に
　 ついては調査を実施し、二次予防事業対象者の把握を行い、介護予防の推進に努
　 めます。

① 二次予防事業対象者把握事業

[ 事業内容 ]
　要介護（支援）認定のない高齢者に対し、基本チェックリスト（アンケート）を
実施し、二次予防事業対象者の把握を行っています。
　また、二次予防事業対象者以外で「認知症」「うつ」「閉じこもり」の項目に該
当した人についても、把握を行っています。
　さらに、民生委員や福祉員などの自治会組織や介護保険関係機関から情報提供さ
れた高齢者については、地域包括支援センターの保健師の個別訪問による把握を実
施しています。
　この他、民生委員の協力を得て、アンケート未回収者のうち介入の必要性が高い
と推測される方への訪問を行い、支援が必要な高齢者の掘り起こしにも努めていま
す。

地域支援事業

【二次予防事業対象者の把握状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

健診
受診者

１,２７３人 ９１０人 -

受診者
以外

７４人 ２,２６６人 ２,１２２人

１６６人 １,０２５人 ５９４人

（６５歳以上）
（健診受診者：６５歳以上）
（受診者以外：７５歳以上）

（７０歳～７４歳）（主な把握対象年齢）

※ 平成２２年度より、健診を受診することなく基本チェックリスト（アンケート）を実施するだけで、
　 二次予防事業対象者の把握が可能になり、計画的にアンケートを郵送し対象者把握を行いました

基本チェックリスト
実施者数

二次予防事業対象者数

 【二次予防事業対象者把握事業予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

基本チェックリスト
実施者数

２,０８５人 １,５３９人 ２,２６５人

二次予防事業対象者数 ６２６人 ４６２人 ４５３人

（主な把握対象年齢） （８０歳以上） （７５歳～７９歳） （７０歳～７４歳）
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[ 事業内容 ]
　二次予防事業対象者の身体的・精神的・社会的機能の維持、向上を目的としたケ
アマネジメントを行う事業です。
　具体的には、二次予防事業対象者が要介護（支援）状態になるのを防ぐために、
保健師等が家庭訪問により個々の課題に応じた介護予防支援計画を作成し、介護予
防教室などの参加勧奨、状況確認や評価訪問などを行い、包括的介護予防ケアを実
施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 二次予防事業対象者が、身体的・精神的・社会的機能の維持、向上を図ることが
　 できるよう、個々に合った介護予防ケアを行います。

② 介護予防ケアマネジメント 地域支援事業

【介護予防支援計画作成件数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

作成件数 １６６件 ４４０件 ４８０件

【介護予防事業実施後の評価】

人数 構成比 人数 構成比

改善 ８１人 ７５．０％ １０人 ２．３％

維持 １３人 １２．０％ ３９６人 ９０．０％

悪化（介護認定へ） ３人 ２．８％ ２０人 ４．５％

終了（死亡・転出等） １１人 １０．２％ １４人 ３．２％

合計 １０８人 - ４４０人 -

※ 平成２２年度は、主に７５歳以上の高齢者が教室に参加しました

状態
平成２１年度 平成２２年度

【介護予防支援計画作成予定件数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

作成件数 ４６２件 ３１９件 ２６４件
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[ 事業内容 ]
二次予防事業対象者で介護予防教室参加につながらなかった人や、二次予防事業

対象者以外でも「認知症」「うつ」「閉じこもり」の項目に該当した人を中心に保
健師等が訪問し、医療につなげたり、生活機能に関する問題に対し在宅生活支援
サービスの提供など、必要な相談・指導・支援を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 個別の介護支援計画に沿って必要な相談・指導・支援を行い、生活機能の改善に
　 努めます。

③ 訪問型介護予防事業 地域支援事業

【訪問型介護実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

実訪問人数 ５６人 ２３４人 ２３０人

【訪問型介護実施予定数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実訪問人数 ２１０人 １２０人 １１０人

[ 事業内容 ]
　二次予防事業対象者を中心に、「運動」「口腔」機能の向上、「栄養」改善、
「認知症」「うつ」「閉じこもり」予防の教室を開催し、教室開始時から終了後を
見据え、自宅で取り組めるプログラムを盛り込むなどの工夫をしています。教室終
了後は、必要に応じ、訪問や電話連絡などの事後フォローを行い、継続して介護予
防に取り組めるよう支援しています。

[ 施策の方向 ]
○ 二次予防事業対象者に実施する「運動」「口腔」機能の向上、「栄養」改善、
　 「認知症」「うつ」「閉じこもり」予防の教室の更なる改善、充実に努めます。

④ 通所型介護予防事業 地域支援事業

 【介護予防教室実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

教室実施回数 ４６回 １,９３１回 ２,３１０回

実参加人数
（前年度からの継続者を含む）

５１人 １７３人 ２１０人

※ 平成２２年度から、教室実施方法の変更により、利用期間の延長や事業所を選択できるなど、
　 利用条件を緩和しました

【介護予防教室実施予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

教室実施回数 ２,４２０回 ２,５３０回 ２,６９５回

実参加人数
（前年度からの継続者を含む）

２２０人 ２３０人 ２４５人

※ 「実参加人数」には、「認知症」「うつ」「閉じこもり」の該当者（二次予防事業対象者以外）
　 を含む
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[ 事業内容 ]
地域の公民館を活用し、「運動」「口腔」機能の向上、「栄養」改善、「認知

症」「うつ」「閉じこもり」予防に関し、基本的な知識を身につけるための出前講
座や「玄米ニギニギ・ボール運動」の紹介や指導を行っています。

また、平成23年度は専門講師による音楽を取り入れた介護予防教室を開催しまし
た。

[ 施策の方向 ]
○ 今後は地域展開において、教室の運営形態を見直し、医療機関や介護サービス事
　 業所などの活用を検討していきます。

○ 特に、認知症予防に効果的な内容を盛り込んだ教室を展開していきます。

⑤ 介護予防講座 地域支援事業

【講座開催回数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

開催回数 ８６回 ６６回 １００回

参加人数 １,２８７人 １,６９７人 ３,７００人

【講座開催予定数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催回数 １００回 １００回 １００回

参加人数 ３,８００人 ３,９００人 ４,０００人

[ 事業内容 ]
要介護（支援）認定者以外で、基本的な生活習慣の確立が困難もしくは対人関係

が成立しない等で社会適応が困難な在宅の高齢者に対し、生活管理指導員を派遣し
ています。

生活管理指導員は、日常生活や家事に関する支援・指導を行うことにより、要介
護状態への進行を予防し自立した生活が送れるよう支援しています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も継続的な取組を行います。

⑥ 生活管理指導員派遣事業 地域支援事業

【支援・指導実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

実利用者数 ２９人 ３９人 ３８人

延べ訪問時間 ６５時間 ５９．５時間 ６２時間

実利用者数 １０人 ２１人 １２人

延べ訪問時間 １３３時間 ８２時間 ７０時間

家事に関する
支援・指導

日常に関する
支援・指導

 【支援・指導実施の見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

日常に関する支援・指導
実利用者数

８８人 ９２人 ９６人

家事に関する支援・指導
実利用者数

１２人 １３人 １４人
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[ 事業内容 ]
　平成２１年度に介護予防に精通した著名人を招き、講演会を開催しました。

[ 施策の方向 ]
○ 本計画期間中に、講演会を開催し、介護予防の意識向上に努めます。

⑧ 介護予防講演会 地域支援事業

【講演会の実施状況】

平成２１年度

講演会参加者数 ７８０人

【講演会の実施予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

講演会参加者数 ５００人 ５００人 ５００人

⑦ 介護予防普及啓発事業

[ 事業内容 ]
介護の基本的な知識についてのチラシやパンフレットの配布、広報紙への定期的

な記事の掲載等により、介護予防に関する知識の普及啓発を行っています。
また、11月11日（介護の日）の週を古賀市介護予防週間とし、介護予防の広報活

動の強化と普及啓発の一環としてイベント（いきいきボールンピック大会）を開催
し、介護予防の意識を高めました。

[ 施策の方向 ]
○ 介護予防に関する正しい理解を深めるため普及啓発を行い、古賀市介護予防週間
　 の定着を図ります。

○ 地域の中で市民自らが「介護予防」に積極的に取り組むことができるように支援
　 していきます。

地域支援事業

【イベントの実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

イベント参加者数 - １００人 １２０人

【イベント参加見込み数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

イベント参加者数 １２０人 １２０人 １２０人
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誰しも加齢により身体的・精神的機能は徐々に低下していきます。変化していく生活機能

やニーズに対し、切れ目のない継続的サービスを提供するため、総合相談・支援体制を充実

させ、保健・医療・介護・福祉の連携や地域のネットワークづくりを推進し、地域全体で高

齢者を支える支援体制の充実を図ります。 

 

 

地域包括支援センター 

地域包括支援センターは、高齢者が住み慣れた地域で、できる限り自立した生活を安心し

て送ることができるように、保健師・主任ケアマネジャー・社会福祉士などの多職種が連携

し、高齢者の健康の維持・増進や高齢者の生活全般について、総合的・継続的に支援してい

ます。 

今後は、地域での各種サービスや地域ケア体制のためのネットワークを構築するとともに、

高齢者のあらゆる相談に対応する総合相談窓口としての機能強化を目指します。 

また、第 5期計画期間においても、中立・公正な事業運営を維持していくため、直営方式

を継続します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  

２．地域での生活を支援する体制の充実 

地域包括支援センター （地域包括ケアシステム） 

 
訪問介護事業所 

＜手をつなごう会＞ 
居宅介護支援事業所 
＜にこにこ会＞ 

通所系事業所 
＜あじさいの会＞ ・

介護サービス事業所ネットワーク 

総合相談・支援 
権利擁護 
虐待防止 行政機関、保健所、医療機関 

など必要なサービスにつなぐ 

多面的（制度横断的）支援の展開 

予
防
給
付
・
介
護
予
防
事
業 

介護予防ケア

マネジメント

の実施 

・アセスメントの実施 

・プランの策定 

（事業者による事業実施） 

・再アセスメント 

主治医 

介護保険運営協議会 
（地域包括支援センター運営協議会） 

・センターの運営支援 
・中立性の確保 

・人材確保の支援 

主任ケアマネジャー等 保健師
等 

チームアプローチ 

社会福祉士
等 

ケアチーム 

多職種協働・連携の実現 

主治医 ケアマネジャー 

連携 

・日常的個別指導、相談 

・支援困難事例等への 

指導、助言 

・地域でのケアマネジャーの

ネットワークの構築 

長
期
継
続
ケ
ア
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト 

包括的・継続的 
ケアマネジメント 
の支援 

地域密着型施設等事業所 
＜ひだまりの会＞ 
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（１）相談支援機能の充実 

  

[ 事業内容 ]
高齢者のための総合相談窓口として高齢者の各種相談を受け、個々の相談者に応

じて、地域や関係機関への連絡調整など、専門的な支援を行っています。
また、市広報紙等や出前講座、民生委員を通じて相談窓口の周知を図っていま

す。

[ 施策の方向 ]
○ 高齢者に対する総合相談窓口として、様々な相談を受け、関係機関と連携して問
　 題解決にあたります。

○ 的確かつ迅速な対応ができるよう、職員の資質向上と体制整備に取り組みます。

① 総合相談・支援 地域支援事業地域支援事業

【高齢者についての相談件数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

相談件数 ４９４件 ６５８件 ７２０件

[ 事業内容 ]
ケアマネジャーに対し、ケアプラン作成技術等の指導や支援困難事例等への助言

を行いながら、直接的・間接的な支援を行っています。
居宅・通所・訪問介護・地域密着型等事業所のネットワーク組織との合同研修会

や情報交換会を実施することにより、連携を強化し介護サービスの向上に努めてい
ます。

また、ケアマネジャーへの支援の一環として、利用者や家族が介護サービス事業
所を選択する際に活用できる「事業者ガイドブック」の見直しを行い、利便性の向
上を図りました。

[ 施策の方向 ]
○ 個々の高齢者に対する包括的・継続的な支援を行うため、地域包括支援センター
　 を中心に、医療機関・介護サービス事業所・地域による協力体制を構築します。

○ 介護サービス事業所やその従事者とのネットワークの強化を図り、研修会の開催
　 や情報交換を行うことで、より質の高いサービスの提供につなげます。

② 包括的・継続的ケアマネジメント事業 地域支援事業地域支援事業

【介護事業所からの相談件数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

相談件数 ３８１件 ３９４件 ４００件
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[ 事業内容 ]
介護をしている家族や介護方法を習得したい人を対象に、具体的でわかりやすい

介護予防の知識・介護技術の習得、家族介護者同士の交流など、幅広いメニューの
教室を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 介護をしている家族等に対して、介護予防の知識・介護技術の習得、健康づく
　 りなどの指導を行います。

④ 家族介護教室 地域支援事業

【家族介護教室実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催回数 ９回 １０回 ５回

参加人数 １３０人 １３０人 １１０人

 【家族介護教室実施予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催回数 ５回 ５回 ５回

参加人数 １００人 １００人 １００人

[ 事業内容 ]
高齢者の虐待防止や権利擁護に関しては、相談内容に応じて適切な関係機関に引

き継ぐパイプ役を果たすことが求められています。
処遇困難事例については、地域包括支援センターが中心となり、関係機関や市民

の協力を得て、問題解決に取り組んでいます。

[ 施策の方向 ]
○ 虐待、介護放棄などを早期に発見することができるよう、関係機関・地域との連
　 携や市民に対する啓発を強化します。

○ 高齢者の虐待防止や財産管理などの権利擁護に関する相談に対応し、医療や司法
　 等各分野の専門機関の支援へとつなげます。

③ 高齢者の虐待の防止・権利擁護事業 地域支援事業地域支援事業

【権利擁護に関する相談】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

相談件数 ２３件 ２３件 ５０件

虐待件数 ５件 １１件 ２０件



第４章 高齢者福祉施策の推進 

 48 

 

（２）地域による支援体制の充実 

 

                  地域支援ネットワーク 
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○介護サービス事業所

○かかりつけ医

○薬局 など

○民生委員・福祉員

○社会福祉協議会

○認知症キャラバン・メイト

○認知症サポーター など

家 族

コーディネート

医療機関・介護事業所など 民生委員・ボランティアなど

見守りが必要な高齢者

[ 事業内容 ]
核家族化や高齢化の進行に伴い、ひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯が増

加しています。ひとり暮らし高齢者等の中には、社会的な支援が必要と思われる状
態であっても、地域とのつながりを断ち支援を望まない人もいて、こうした状況が
「孤独死」を生み出すひとつの要因となっています。

在宅で支援が必要なひとり暮らしの高齢者等が地域で安心・安全に暮らせるよ
う、地域包括支援センター・民生委員や福祉員・介護サービス事業所・警察署・市
役所・電力会社・新聞社等による見守りを行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 地域コミュニティ意識の活性化や災害時における要援護者対策も視野に入れ、関
　 係機関等と協働し、在宅で支援が必要なひとり暮らしの高齢者等が地域で安心・
　 安全に暮らせるよう、地域支援ネットワークの基盤整備に努めます。

① ひとり暮らし高齢者等の支援

【ひとり暮らし高齢者の状況】（各年度９月末時点）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

ひとり暮らし高齢者数 ２,０７５人 ２,１８０人 ２,２４９人
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[ 事業内容 ]
高齢者が地域社会から孤立することを防ぎ、併せて身の回りの様々な問題の解決

を支援するため、ひとり暮らしの高齢者等に対して、民生委員や福祉員、老人クラ
ブ等による地域での日常的な見守り・声かけ等を行っています。

また、特に配慮を要する高齢者については、緊急通報システムや配食サービス等
を活用した安否確認を含め、在宅支援を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 引き続き、各団体との連携を深め、地域における見守り・声かけ等の取組を支援
　 するとともに、体制の強化に努めます。

② 高齢者見守り事業

[ 事業内容 ]
市で開催するイベントや講演会等に高齢者が参加することでポイントを付与し、

たまった「ポイント」に応じて、健康グッズ・介護予防グッズ等と交換できる仕組
みです。

イベント等に参加することで、地域とのつながりを持たせ、健康づくり・介護予
防を図り、高齢者の孤立化を防ぎます。

[ 施策の方向 ]
○ 事業を実施することにより、高齢者の外出を促進し地域との交流を通して、趣味
　 や生きがいを持たせ、健康づくり・介護予防を図ります。

③ 高齢者外出促進事業

【イベント等参加者見込み数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

イベント等参加者数 ３,０００人 ３,１００人 ３,３００人
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               介護支援ボランティア制度（イメージ） 

  

[ 事業内容 ]
高齢者が介護保険施設等でボランティア活動を行った場合に、その活動実績に対

して「ポイント」が付与され、たまった「ポイント」に応じて換金（介護保険料の
負担軽減）できる仕組みです。

ボランティア活動による社会参加・地域貢献を通して生きがいづくりを促進し、
高齢者の健康増進・介護予防につなげます。

[ 施策の方向 ]
○ 介護支援ボランティア制度の導入により、高齢者の健康増進・介護予防を図りま
　 す。

④ 介護支援ボランティア事業 地域支援事業

【ボランティア登録者見込み数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

ボランティア登録者数 ５０人 ８０人 １００人
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[ 施策の方向 ]
○ 災害時要援護者のうち「高齢者」については、引き続き民生委員の協力により、
　 「要援護者台帳」への登録同意に努めるとともに、高齢者以外についても広報誌
　 等で啓発を行い「要援護者台帳」への登録を働きかけていきます。

○ 災害時要援護者の避難支援団体である自主防災組織の設立が、各行政区単位で進
　 められており、この自主防災組織を中心に地域の共助の関係を深めながら、災害
　 時要援護者の避難支援体制づくりを推進します。

○ 災害時要援護者の具体的な避難誘導、情報提供については、自主防災組織などの
　 地域の支援団体とともに、要援護者本人または家族等と確認しながら、「個別計
　 画」の作成を進めていきます。

[ 事業内容 ]
　災害時に自力での避難が困難な災害時要援護者（在宅で生活する高齢者・障がい
者・要介護者等）の「要援護者台帳」への登録を進め、自主防災組織などの支援団
体による円滑な情報伝達や避難誘導を行っています。

⑤ 災害時要援護者対策

( 災害時の要援護者避難支援の流れ )

・対象者に対して郵送、民生委員が訪問するなどして、「要援護者台帳」への
登録の意思確認をします。
　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・市は同意者の情報（氏名・生年月日・住所・電話番号・要援護者の区分な
ど）をとりまとめて「要援護者台帳」に登録します。
　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・個人情報の保護に関する協定書を締結した自主防災組織などの避難支援団体
へ「要援護者台帳」を提供します。
　　　　　　　　　　　　　　　　↓
・避難支援団体は、「だれが、だれを、どのように避難支援するか」を定める
具体的な「個別計画」を要援護者本人または家族等に確認しながら作成し、災
害時やその発生のおそれが高い場合に、要援護者に対して情報の伝達や避難誘
導を行います。

[ 事業内容 ]
粕屋医師会、医療機関、消防署、自治体などが協力して、粕屋北部地域（古賀

市・新宮町）在住の在宅高齢者の医療情報などを利用者の同意のもと登録し、地域
の二次病院と情報共有することで、一元的な医療・介護を支える医療ネットワーク
を支援しました。
　また、平成２３年度からは粕屋地区全体に医療ネットワークを拡大しています。

[ 施策の方向 ]
○ 粕屋医師会や関係医療機関を中心に、「粕屋地区在宅医療ネットワーク」を推進
　 します。

⑥ 在宅医療ネットワーク

【在宅医療ネットワーク登録の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

登録者数 １,２４２人 １,４４１人 １,６００人
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（３）社会福祉協議会との連携 

社会福祉協議会 

社会福祉協議会は、「地域社会において民間の自主的な福祉活動の中核となり、住民の参

加する福祉活動を推進し、福祉上の諸問題を地域社会の協働的努力によって解決しようとす

る公共性・公益性の高い民間非営利団体で、住民が安心して暮らせる福祉コミュニティづく

りと地域福祉の推進を使命とする組織」です。 

地域福祉を基盤とする機能を具体化しながら、誰もが安心して暮らせるまちづくりを目指

して多様な事業を行っており、広く住民や社会福祉関係者に支えられた公共性と、民間組織

としての柔軟性や自主性といった特性を発揮しながら、住民が安心して暮らせる福祉コミュ

ニティづくりの実現を目指しています。 
  

[ 事業内容 ]
適切な判断をすることが難しく、日常生活に不安がある高齢者や障がい者の暮ら

しをサポートし、自立した生活ができるように支援する事業です。
福祉サービスの利用や行政手続きに関する相談・援助、預貯金の出し入れや公共

料金等の支払いに関する金銭管理、預金通帳や印鑑等重要書類の預かりに関する財
産保全等のサービスを提供することにより日常生活の支援を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も安心生活サポート事業を支援するとともに、成年後見制度における法人受
　 託や市民後見人の養成を通した市民による支えあいシステムの充実に向け、連携
　 を図っていきます。

② 安心生活サポート事業 社会福祉協議会

【安心生活サポート事業利用者の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

利用者数（契約者数） ２５人 ３３人 ３６人

[ 事業内容 ]
市内４５行政区のうち３９の行政区において、地域住民で組織された福祉会を設

置し、ひとり暮らし高齢者の孤立化や孤独死を防止するため、見守り活動の実施や
地域の集いの場としてのサロン活動等を行っています。（小地域福祉会活動）

また、ボランティアセンターを設置し、市民や学校に対して啓発活動を行い、併
せてコーディネートを実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も社会福祉協議会が実施する地域福祉推進事業に関して、地域包括支援セン
　 ターを中心に関係機関との連携を深め、支援していきます。

① 地域福祉推進事業 社会福祉協議会

【高齢者見守り活動の状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

見守り活動実施人数 １,０７６人 １,０８５人 １,１００人
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本市の認知症高齢者数は、以下の表に示すとおり、年々増加傾向にあります。 

高齢者が認知症になっても尊厳あるその人らしい生涯を送り、その家族も安心して暮らす

ことのできる環境を整えるための対策が求められており、予防・診断・治療・ケア・家族支

援など地域ぐるみで支える体制の構築を図ります。 

 

 

【認知症高齢者数の推移】                             （単位：人） 

（注１）各年 9月末時点 

（注２）認知症高齢者数は、要介護認定訪問調査における認知症高齢者自立度Ⅱa以上の高齢者数 
  

３．認知症高齢者の支援体制の充実 
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（１）認知症高齢者のケア体制の充実 

  

[ 事業内容 ]
認知症高齢者を支援する介護サービスの主要なものとして、家庭的な雰囲気の中

で少人数で過ごすことができる認知症対応型共同生活介護（グループホーム）や、
小規模多機能型居宅介護があります。

また、在宅生活を継続する高齢者については、通所型や訪問型、短期入所等、
個々に合ったサービスの提供も行っています。

これらのサービスを利用し、住み慣れた地域において認知症高齢者と家族が穏や
かで心地よい生活環境を保つことは、認知症状の進行を緩やかにし、介護者である
家族等の負担軽減が図られるなどの効果が期待できます。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も、認知症高齢者に対する様々な介護サービス利用の有効性や、介護サービ
　 ス事業所の情報を積極的に周知し利用促進を図ります。

② 認知症高齢者への介護サービス 介護保険

【介護サービス利用者状況】（１ヵ月あたり）

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

小規模多機能型居宅介護 ４人 １０人 １４人

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

６５人 ６８人 ６９人

【介護サービス利用者見込み数】（１ヵ月あたり）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

小規模多機能型居宅介護 ２０人 ２５人 ２５人

認知症対応型共同生活介護
（グループホーム）

８１人 ８１人 ８１人

[ 事業内容 ]
地域包括支援センターでは、物忘れ外来等の認知症に関する医療機関の情報提供

を行い、早期発見・早期治療を勧めるとともに、市民全体に対して「認知症サポー
ター養成講座」等を活用し、認知症予防の重要性についての啓発を実施していま
す。

[ 施策の方向 ]
○ 脳血管性認知症の原因となる動脈硬化や脳卒中等の予防と早期発見・早期治療の
　 ため、健康診査や健康教育・健康相談の充実を図るとともに、関係課連携による
　 認知症の正しい知識や、認知症予防のための正しい生活習慣の普及啓発に努めま
　 す。

① 認知症予防対策の推進 地域支援事業
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（２）認知症高齢者に対する理解の促進 

 

[ 事業内容 ]
地域で生活する認知症やひとり暮らし高齢者などが安心・安全に暮らせるよう地

域包括支援センター・民生委員や福祉員・介護サービス事業所・警察署・市役所・
電力会社・新聞社等による見守りを行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 福祉会や老人クラブ等の地域の活動団体やボランティア、近隣住民、関係機関等
　 との協働により、認知症のみならず地域の要援護高齢者等がより安心・安全に暮
　 らせるよう、地域支援ネットワークの基盤整備に努めます。

② 認知症地域支援ネットワークの構築 地域支援事業

[ 事業内容 ]
介護をしている家族などを対象に認知症の正しい理解を深めるための「認知症サ

ポーター養成講座」や、介護技術の習得と家族介護者同士の交流を深めるための
「家族介護教室」を実施しています。

家族介護者に対し、介護者のつどい「菜の花会」等の家族会の紹介を行い、介護
者間の交流が図れるよう支援しています。

[ 施策の方向 ]
○ 介護をしている家族などが抱える悩みや不安に対する相談に対応するともに、介
　 護福祉サービスや家族会、物忘れ外来等の紹介を行います。

○ 引き続き、「認知症サポーター養成講座」や「家族介護教室」を行い、地域にお
　 いて認知症に関する正しい知識の普及に努めます。

① 認知症高齢者の家族介護者に対する支援の充実 地域支援事業
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キャラバン・メイト養成研修

キャラバン・メイトの誕生

実施主体

全国規模の企業・団体

＋全国キャラバン・メイト連絡協議会

■受講者の要件
実施主体者が認めた者

キャラバン・メイト養成研修

（企業内組織）

会員・企業内の社員を対象に

認知症サポーター養成講座

市町村とキャラバン・メイトの協働

による認知症サポーター養成講座

地域住民 事業所 学校

認知症サポーターの誕生

地域や職域で活動

学習の継続

実施主体

自治体＋全国キャラバン・メイト連絡協議会

■受講者の要件
下記のうち住民講座の講師を年１０回程度務められる者

・認知症介護指導者養成研修の修了者

・認知症介護実践リーダー研修（実務者研修専門課程）

の修了者

・（社）認知症の人と家族の会会員

・その他、上記に準ずると認められる者

 

 

「認知症サポーター１００万人キャラバン」のしくみ 
   

[ 事業内容 ]
認知症の人やその家族を地域全体で見守り支援するため、地域を基盤とした認知

症ケアシステムの一環として、キャラバン・メイト及びキャラバン・メイトとの協
働による認知症サポーターを養成しています。

本市では、『古賀市キャラバン・メイト連絡会（橙）』を立ち上げており、この
連絡会を通して、キャラバン・メイトが市職員や市内企業・地域の成人学級・民生
委員・学校教諭などを対象に、幅広く「認知症サポーター養成講座」を開催してい
ます。

[ 施策の方向 ]
○ 認知症になっても安心して暮らせるまちを目指し、小・中学校の児童・生徒・
　 教諭・PTA等を含む学校関係機関に働きかけを行い、サポーターの養成に努めま
　 す。

③ 認知症サポーター100万人キャラバン事業 地域支援事業

【認知症サポーター養成状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

サポーター数（累計） １,０４０人 １,３４８人 １,８００人

【認知症サポーター養成見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

サポーター数（累計） ２,１００人 ２,４００人 ２,８００人
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（３）認知症高齢者の権利擁護体制の充実 

  

[ 事業内容 ]
成年後見制度とは、認知症などで判断能力が十分ではなくなった人に対し、財産

の侵害を受けたり人間としての尊厳を損なうことなく地域の中で安心して生活して
いけるよう、家庭裁判所への申立を通して、法律面や生活面で支援してくれる人
（後見人等）を付けてもらうようにする制度です。

本人が申立できない場合や申立をする親族がいない場合、市長による申立を行
い、申立費用と成年後見人に対する報酬の助成を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 市民後見人の育成や活用についての研修・制度の周知を行い、認知症高齢者の自
　 立と尊厳を守る成年後見制度の普及・推進を図ります。

○ 成年後見制度の市長申立費用と成年後見人に対する報酬の助成を継続して実施し
　 ます。

① 成年後見制度利用支援事業 地域支援事業地域支援事業

 【成年後見制度の申立状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

成年後見制度
市長申立件数

１件 １件 １件

【成年後見制度の申立見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

成年後見制度
市長申立件数

２件 ２件 ２件
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[ 事業内容 ]
高齢者が文化・芸術・スポーツ等の活動を行うことで心身の健康を維持すること

は、要介護（支援）状態への進行の予防につながります。
ライフスタイルにあった生きがいの創造と、地域社会から求められるボランティ

アの育成を充実することは、高齢者の福祉増進と健康で明るい生活づくりの面から
もますます重要とされることから、本市では関係部署との連携を深めながら、生涯
学習の推進に向け、趣味や教養にとどまらず社会貢献等につなげるボランティア育
成事業を展開しています。

[ 施策の方向 ]
○ 生涯学習の充実に向けて、文化・芸術、スポーツ、各種講座等をライフスタイル
　 に合わせ展開します。

○ 高齢者自身が身につけた豊富な知識や技術等を、校区コミュニティの推進や子ど
　 もの居場所づくりのボランティア活動等で発揮できるような取組を具体化してい
　 きます。

① 生涯学習の充実

【コスモス市民講座開催状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催回数 ８４回（７コース） ６６回（１０コース） ７２回（１１コース）

参加人数 ２,６７６人 １,９０３人 １,９５０人

 

 

 

高齢者は地域活動の貴重な担い手であり、今後の地域社会において、高齢者の社会参加は

より重要なものとなってきます。 

文化・芸術・スポーツ等の活動、ボランティア活動や就労等を通した高齢者の社会参加や

生きがいづくりを支援し、地域においていつまでもいきいきと活躍することのできる活力あ

る地域社会の形成を図ります。 

 

（１）社会活動参加への支援 
  

４．社会参加と生きがいづくりの支援 

[ 事業内容 ]
老人クラブは、地域の高齢者が互いに親睦を深め、様々な活動に加わることで、

社会参加や生きがいづくりを促進させるとともに、地域のボランティア活動等の自
主活動を積極的に行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 現状の支援体制を維持し、今後も高齢者の社会参加や生きがいづくりを支援する
　 ための取組を進めていきます。

② 老人クラブ

【単位クラブ・会員数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

単位クラブ数 ２８ ２８ ２８

会員数 １,８２９人 １,８０２人 １,８００人
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（２）介護予防・生きがい活動支援 [拠点型デイサービス] 

介護予防の視点から、要介護（支援）認定者以外の高齢者に対して、介護予防・生きがい

活動の支援を 4ヵ所の施設で実施しています。 

[ 事業内容 ]
高齢者が「ものづくり」を通して、自らの生きがい活動や仲間づくりを深めると

ともに、健康増進と要介護（支援）状態への進行を予防することを目的として活動
しています。

[ 施策の方向 ]
○ 現状の指定管理の形態を維持しつつ、利用拡大が図れるような取組を促進してい
　 きます。

② 介護予防支援センター事業〔ふれあいセンター『りん』〕

【利用状況（ふれあいセンター『りん』）】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催日数 １７４日 １７９日 １７６日

利用者数 ２,０６６人 ２,４１９人 ２,７００人

 【利用見込み数（ふれあいセンター『りん』）】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催日数 １７８日 １７７日 １７９日

利用者数 ２,４５６人 ２,４６０人 ２,５０６人

[ 事業内容 ]
高齢者の要介護（支援）状態への進行を予防するため、サポーターによる様々な

介護予防活動を通して、心身の機能の低下防止や仲間づくりを行っています。
また、生活に不安がある高齢者等に対する短期入所事業も併せて実施していま

す。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も継続的な取組を進め、サポーターの育成を図るとともに、介護予防活動の
　 地域展開ができるよう検討します。

① 介護予防・生きがい活動支援センター事業〔いきいきセンター『ゆい』〕

【利用状況（いきいきセンター『ゆい』）】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催日数 １３７日 １３９日 １３９日

利用者数 ３,３０９人 ３,４４８人 ３,４５０人

サポーター数 ９８１人 １,００２人 １,０００人

【利用見込み数（いきいきセンター『ゆい』）】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催日数 １３８日 １３８日 １３９日

利用者数 ３,４５０人 ３,４６３人 ３,５０３人



第４章 高齢者福祉施策の推進 

 60 

  

[ 事業内容 ]
在宅の虚弱傾向にある高齢者が、室内レクリエーションや各種手芸などの生きが

い活動を通じて、社会的孤立の解消、自立した生活の助長、要介護（支援）状態へ
の進行を予防することを目的として活動しています。

[ 施策の方向 ]
○ 現状の指定管理の形態を維持しつつ、利用拡大が図れるような取組を促進してい
　 きます。

③ 介護予防･生きがい支援事業〔しゃんしゃん〕

【利用状況（しゃんしゃん）】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催日数 ２４５日 ２４７日 ２４０日

利用者数 ２,９１３人 ２,７１３人 ２,７００人

【利用見込み数（しゃんしゃん）】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催日数 ２４７日 ２４２日 ２４６日

利用者数 ２,７６６人 ２,７３５人 ２,８０４人

[ 事業内容 ]
高齢者がこれまで培ってきた豊かな経験と知識、技能を生かし、健康づくりや文

化活動を通じて利用者相互の連帯と、世代間交流による相互理解を深め、さらにそ
の成果を高齢者リーダーとして地域に還元することを目的に活動しています。

[ 施策の方向 ]
○ 現状の支援形態を維持しつつ、学校など関係機関との協力体制を促進させ、より
　 一層活発な活動が図れるよう取組を促進します。

④ 高齢者生きがいづくり支援センター事業〔えんがわくらぶ〕 地域支援事業

【利用状況（えんがわくらぶ）】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

開催日数 ９１日 １０１日 ９７日

利用者数 ９８４人 １,２９３人 １,１００人

【利用見込み数（えんがわくらぶ）】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

開催日数 １００日 １００日 ９９日

利用者数 １,３００人 １,３１０人 １,３０７人
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（３）就労機会の確保 

  

[ 事業内容 ]
　市役所庁舎内の「無料職業紹介所」で、全世代の就労支援や高齢者の生きがいの
ある就労の場づくりを支援しています。

[ 施策の方向 ]
○ 就労の場づくりの窓口として継続的な支援を行い、就労機会の充実を図ります。

② 無料職業紹介所

【就労人数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

就労人数 １人 １人 ４人

[ 事業内容 ]
　シルバー人材センターは、高齢者の能力が生かされる様々な就労を促進し、社会
参加、生きがいづくりができるよう支援しています。

[ 施策の方向 ]
○ 国の財政事情や高齢者の就労ニーズの多様化などにより、シルバー人材センター
　 を取り巻く環境は年々厳しくなっていますが、高齢者の生きがいづくりや能力を
　 社会に活かしていく社会参加の場として大変重要な機関です。そのため、今後は
　 会員の拡大や新たな就業の場の開拓を図り、併せて自立的運営基盤の強化を視野
　 において支援していきます。

① シルバー人材センター

【会員数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

会員数 ４７２人 ４６９人 ４６５人

 【受注件数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

１５３件 １３７件 １０４件

１,０１４件 １,０８０件 ８７２件

２９０件 ２６９件 ２６３件

１４件 １４件 １４件

１,７４５件 １,７６１件 １,９４０件

５５４件 ５６３件 ４５２件

２９件 ３２件 ３９件

３,７９９件 ３,８５６件 ３,６８４件

サービス群（福祉・家事援助サービス等）

事務群（毛筆・筆耕事務等）

合計

技術群（各種講座等の指導・自動車運転業務等）

折衝外交群（集金・配送等）

調査・技能群（大工仕事・植木剪定・消毒等）

管理群（建物管理・駐車場管理等）

一般作業群（屋外清掃作業・除草作業等）
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高齢化の進行によって、介護保険サービスとそれを補完するサービスの需要はさらに高ま

ると予測されます。 

そのため、介護が必要な高齢者やその家族が自ら必要なサービスを選択し、安心して利用

できるよう、介護保険サービスの充実やそれを補完する在宅生活支援等の福祉サービスの充

実を図ります。 

 

（１）介護保険サービスの充実 

５．高齢者を支援するサービスの充実 

[ 施策の方向 ]
○ 今後も引き続き制度を継続し、負担が困難な方に対する支援を図ります。

[ 事業内容 ]
　介護サービス費用の負担が困難な方に対し、負担軽減を行う制度を実施していま
す。

　○高額介護（予防）サービス費
　　１ヶ月の利用者負担額が一定額（所得段階に応じて決定）を超えた場合に利用
　　者に払い戻す制度

　○高額医療合算介護（予防）サービス費
　　１年間の介護保険と医療保険の自己負担額の合算が一定額（所得等に応じて決
　　定）を超えた場合に利用者に払い戻す制度

　○特定入所者介護（予防）サービス費
　　介護保険施設やショートステイの利用者の居住費と食費について、一定の限度
　　額（所得段階に応じて決定）を超える部分について負担軽減を行う制度

　○社会福祉法人による利用者負担軽減
　　介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が低所得者で生計が困難である者
　　に対して利用者負担分の軽減を行う制度

① 低所得者等の負担軽減 介護保険

【負担軽減状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

高額介護（予防）

サービス費
３,０７０件 ３,６２３件 ４,００８件

高額医療合算介護（予防）

サービス費
９３件 １３９件 １９２件

特定入所者介護（予防）

サービス費
１,９６０件 １,９８８件 ２３２０件

社会福祉法人による
利用者負担軽減

０件 ０件 １件
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[ 事業内容 ]
在宅での介護が困難な高齢者が入所して介護を受けながら生活することのできる

介護保険施設等については、入所希望待機者が多いと見込まれた介護老人福祉施設
を平成２３年度に新たに一箇所整備（地域密着型を整備）しています。

[ 施策の方向 ]
○ 在宅での介護が困難な高齢者の介護保険施設等への入所希望に対応するため、施
　 設の整備を計画的に実施します。

② 介護保険施設等の整備 介護保険

【介護保険施設等の整備予定数】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

介護老人福祉施設 １施設（４０床） - -

認知症対応型
共同生活介護

１ユニット（９床） - -

 【介護保険施設等の整備数】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護

- - 1施設（２９床）

[ 事業内容 ]
介護保険事業の適正な運営を図るため、要介護（支援）認定調査状況の確認や保

険給付状況のチェック（住宅改修の点検、医療情報との突合・縦覧点検）を実施し
ています。

また、居宅介護支援事業所を訪問し、適切なケアプランが作成されているか点検
を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も介護保険事業の適正な運営を図るため、計画的に給付状況等のチェック・
　 点検を実施します。

③ 介護給付等適正化事業

【ケアプランチェック実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

ケアプランチェック
実施事業所数

８事業所 ４事業所 ４事業所

【ケアプランチェック実施予定】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

ケアプランチェック
実施事業所予定数

４事業所 ４事業所 ４事業所

地域支援事業
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[ 事業内容 ]
広報誌やパンフレット等による啓発、出前講座や各種団体への説明会の開催によ

り情報提供を行っています。
また、利用者が適切な介護サービス事業者の選択を図れるよう、サービス内容等

の情報の公表を実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も広報誌やパンフレット等による啓発や出前講座、各種団体への説明会によ
　 る情報提供を実施します。

○ 利用者が適切な介護サービス事業者の選択ができるよう制度の効果的な運用を支
　 援します。

④ 介護サービスに関する情報提供 介護保険

[ 事業内容 ]
介護サービス事業者の自主運営によるネットワーク等の研修会における支援を地

域包括支援センターを中心に行っています。

　（介護サービス事業所ネットワークの名称）
　　・にこにこ会　------- 居宅介護支援事業所
　　・手をつなごう会 ---- 訪問介護事業所
　　・あじさいの会 ------ 通所系事業所
　　・ひだまりの会 ------ 地域密着型施設等事業所

[ 施策の方向 ]
○ 今後とも事業所ネットワークの支援を行いながら、さらなる介護サービスの充実
　 を図り、各事業者の資質の向上に努めます。

⑤ 介護サービス事業者との連携 介護保険
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（２）在宅生活支援サービスの充実 

[ 事業内容 ]
要介護（支援）認定者が介護保険サービスの住宅改修を行い、工事費が介護保険

の利用限度額を超えた場合に、さらに在宅生活支援サービスとして30万円を限度に
助成を行っています。（所得要件あり）

[ 施策の方向 ]
○ 今後も、在宅生活支援サービスの充実に向け、介護保険サービスとの連携を図り
　 実施します。

② 住宅改造助成

【住宅改造助成の利用状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

利用者数 １人 ３人 ５人

[ 事業内容 ]
要介護3以上の在宅で生活する高齢者に対して、介護者の負担を軽減するため、紙

おむつを給付しています。（給付上限額、所得要件あり）

[ 施策の方向 ]
○ 今後も、高齢者の在宅生活を支援するため、継続的な取組を行います。

① 介護用品（紙おむつ）給付事業 地域支援事業

【紙おむつ給付の利用見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

利用者数 １６４人 １８０人 １９８人

【紙おむつ給付の利用状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度(見込み)

利用者数 １１６人 １３８人 １５０人

[ 事業内容 ]
要介護3以上の在宅で生活する高齢者を対象に、日常使用している寝具の洗濯、乾

燥、消毒を行っています。（年2回、所得要件あり）

[ 施策の方向 ]
○ 今後も、高齢者の在宅生活を支援するため、継続的な取組を行います。

③ 寝具洗濯等サービス

【寝具洗濯等サービスの利用状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

利用者数 ２２人 ２１人 ２３人

延べ利用回数 ３３回 ３０回 ３５回
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[ 事業内容 ]
食事の調理や調達が困難な高齢者及び障がい者に対し、配食サービスを実施し、

高齢者等の健康増進及び安否の確認を行っています。
平成23年度には、利用条件の緩和や利用者が複数業者から選択できるよう、事業

の見直しを実施しました。

[ 施策の方向 ]
○ 事業内容の検証を行いながら、今後も継続的な取組を行い、さらなる事業者の拡
　 大に努めます。

⑤ 配食サービス

【配食サービスの利用状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

実利用者数 ７６人 ５６人 ５０人

延べ配食数 １１,６７３食 ８,５５５食 ７,７００食

地域支援事業

【配食サービスの利用見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実利用者数 ６０人 ７０人 ８０人

[ 事業内容 ]
日常生活を営む上で、常時注意を要する65歳以上のひとり暮らし高齢者等を対象

として、緊急通報装置を給付または貸与し、緊急時における連絡手段の確保するこ
とにより、高齢者の在宅生活の支援を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 事業内容の検証を行いながら、今後も継続的な取組を進めます。

④ 緊急通報システム事業

【緊急通報システムの利用状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

実利用者数 １８２人 １５６人 １４５人

緊急通報件数 ２２件 １６件 １０件

【緊急通報システムの利用見込み】

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

実利用者数 １５０人 １５０人 １５０人
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（３）施設生活支援事業の推進 

  

[ 事業内容 ]
65歳以上の高齢者で環境上の理由及び経済的理由により、在宅での生活が困難な

人に対して、心身の状況、置かれている環境、居宅における介護の可能性等を総合
的に勘案して入所措置を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も適切な措置を図り、施設と連携し、入所者の自立を目指す支援が行えるよ
　 う取り組みます。

① 養護老人ホームへの入所措置

【養護老人ホーム入所措置実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

入所措置者数 １３人 １４人 １３人

[ 事業内容 ]
60歳以上のひとり暮らしの高齢者や高齢者のみの世帯であって、高齢等のため独

立して生活することが困難な人に対して、介護支援機能、居住機能及び交流機能を
総合的に提供する施設であり、入所要件等を勘案して入所措置を行っています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も適切な措置を図り、施設と連携し、入所者の自立を目指す支援が行えるよ
　 う取り組みます。

② 生活支援ハウスへの入所措置

【生活支援ハウス入所措置実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

入所措置者数 １０人 ９人 １０人
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（４）高齢者支援助成事業の推進 

 

 

[ 事業内容 ]
昭和57年の国民年金法改正の適用により、年金の受給ができない在日外国人高齢

者に対して、給付金を支給しています。（大正15年4月1日以前に出生し、昭和57年1
月1日以前に外国人登録をした人で1年以上市内に居住している人が対象）

[ 施策の方向 ]
○ 今後も継続的な取組を進めます。

③ 在日外国人高齢者福祉給付金支給事業

【支給状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

支給者数 ０人 ０人 ０人

[ 事業内容 ]
　市内の満88歳、90歳、99歳、100歳以上の人に記念品代を贈呈しています。

[ 施策の方向 ]
○ 今後も継続的な取組を進めます。

② 老人の日記念品代贈呈事業

【老人の日記念品代贈呈事業実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

実施人数 ２４６人 ３００人 ２９１人

[ 事業内容 ]
65歳以上の高齢者に対し、はり・きゅう施術料の一部を助成することにより、安

らぎを付与する事業として実施しています。

[ 施策の方向 ]
○ 事業内容の検証を行いながら、今後も継続的な取組を進めます。

① はり・きゅう施術料助成

【はり・きゅう施術料助成実施状況】

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度（見込み）

助成券発行者数 ６０７人 ６０６人 ５５０人

利用枚数 ５,９１７枚 ６,１８９枚 ５,９００枚
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第５章 介護保険事業に係るサービス量と費用の見込み 

 

 

 

（１）被保険者数の推計 

   本市の 65歳以上人口（第 1号被保険者数）は年々増加傾向にあり、平成 26年には、13,129

人（総人口比 22.0％）になると予測しています。 

  その内訳としては、65 歳以上 74 歳以下の人口が 7,607 人（総人口比 12.7％）、75 歳以上

の人口が 5,522 人（総人口比 9.3％）になると見込まれます。 

 

 【被保険者数の推計】                           （単位：人） 

（注１）各年 9月末時点の値 

（注２）65 歳以上人口と第１号被保険者数は同数として推計 

（注３）「総人口比」において、四捨五入のため各項目の合計が 100％とならない箇所がある 
  

１．被保険者数・要介護（支援）認定者数の見込み 

17.8 % 18.3 % 18.8 % 19.8 % 20.9 % 22.0 %

総人口比 10.1 % 10.3 % 10.5 % 11.1 % 11.9 % 12.7 %

６５歳 - ６９歳

総人口比 5.8 % 5.9 % 5.7 % 6.2 % 6.7 % 7.3 %

７０歳 - ７４歳

総人口比 4.3 % 4.4 % 4.8 % 5.0 % 5.2 % 5.4 %

総人口比 7.7 % 8.0 % 8.3 % 8.7 % 8.9 % 9.3 %

７５歳 - ７９歳

総人口比 3.4 % 3.4 % 3.5 % 3.6 % 3.7 % 3.8 %

８０歳 - ８４歳

総人口比 2.4 % 2.4 % 2.5 % 2.6 % 2.7 % 2.8 %

８５歳 - ８９歳

総人口比 1.2 % 1.3 % 1.4 % 1.6 % 1.7 % 1.7 %

９０歳以上

総人口比 0.8 % 0.8 % 0.9 % 0.9 % 0.9 % 1.0 %

59,663総人口

実績

10,385６５歳以上人口
 ※ 第１号被保険者数

４０歳 - ６４歳人口
 ※ 第２号被保険者数

推計

13,129

20,023

7,607

602

3,236

4,371

1,005

1,659

2,256

5,522

平成２６年平成２５年

20,230

546

982

1,588

2,198

12,403

59,382

3,0892,600

509

848

1,464

2,066

平成２１年 平成２３年平成２２年 平成２４年

2,141

2,925

11,685

59,087

3,640

58,50458,250 58,775

６５歳 - ７４歳 6,030

総人口比(高齢化率)

11,049

5,881

10,721

3,400 3,430

20,407

1,379

479

786

438

727

1,960

2,481

20,52020,332

1,428

1,998

5,3145,120７５歳以上 4,6914,504 4,887

20,389

517

928

1,534

7,0896,5656,162

2,792

3,370 4,000
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（２）要介護（支援）認定者数の推計 

   平成 24～26 年の要介護（支援）認定者数について、高齢者人口の年齢階層別の推移と要

介護（支援）認定者数の実績をもとに推計しています。 

 今後も要介護（支援）認定者数は増加し、平成 26 年には 2,077 人となり、要介護（支援）

認定率は 15.3％まで上昇すると見込まれます。 

 

【要介護（支援）認定者数の推計】                     （単位：人） 

（注１）各年 9月末時点の値 

（注２）65 歳以上人口と第 1号被保険者数は同数として推計 

  

平成２１年 平成２２年 平成２３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年

要介護（支援）認定者数 1,453 1,538 1,623 1,752 1,902 2,077

要支援１ 234 194 189 195 198 200

要支援２ 249 263 268 274 280 291

要介護１ 228 253 280 311 355 402

要介護２ 207 256 275 316 357 404

要介護３ 212 221 240 251 267 286

要介護４ 193 212 209 220 231 246

要介護５ 130 139 162 185 214 248

10,385 10,721 11,049 11,685 12,403 13,129

1,384 1,469 1,558 1,684 1,835 2,004

13.3 % 13.7 % 14.1 % 14.4 % 14.8 % 15.3 %要介護（支援）認定率（Ⓑ/Ⓐ）

実績 推計

Ⓑ 要介護（支援）認定者数
　 （第１号被保険者のみ）

Ⓐ ６５歳以上人口
　 （第１号被保険者数）
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（１）日常生活圏域の設定 

   日常生活圏域とは、日常生活を営んでいる地域として、地理的条件・人口・交通事情・そ

の他の社会的条件・介護給付等対象サービスを提供するための施設整備状況等を総合的に勘

案し、おおむね 30 分以内に必要なサービスの提供が可能な区域を定めるものです。 

 本計画期間（平成 24～26 年度）では、介護サービス・介護予防サービス・地域支援事業

の利用実態を踏まえ、利用者の自由な選択を保障する観点から、本市全域を 1つの日常生活

圏域として、設定することとします。 

 

 

（２）参酌標準 

国の示す参酌標準では、平成 26 年度における施設サービス等（介護老人福祉施設・介護

老人保健施設・介護療養型医療施設・地域密着型老人福祉施設入所者生活介護）の要介護 4

以上の利用者割合が、施設サービス等の利用者全体に対して 70％以上となることを目標と

しています。 

   本計画においても、参酌標準の平成 26 年度における目標値を踏まえ、施設サービス等の

利用見込み量を推計することとします。 

 

 

（３）療養病床の再編成の方針 

   国の方針により、介護療養病床及び医療療養病床については、平成 29 年度末までに介護

老人福祉施設や老人保健施設等の介護保険施設への転換を図り、廃止することが決定してい

ます。 

   本市では、本計画期間の療養病床の転換予定はありませんが、今後も療養病床を運営する

事業者側と協議を行い、平成 29 年度までに円滑に転換が実施できるような体制を整えてい

きます。 

 

  【介護療養病床の状況】 
  

２．サービスの利用見込み量と整備方針 

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

２４０ ２４０ ２４０ ２４０

転換（予定）数（床数） ０ ０ ０ ０

計画

介護療養型医療施設（床数）
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（４）居宅系サービスの利用見込み量（地域密着型サービス以外） 

   サービス利用実績と要介護（支援）認定者数をもとに、平成 24～26 年度の居宅系サービ

ス利用量を推計しています。 

① 訪問介護

【サービス利用量】

現状
平成２３年度

（見込み）
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] １，４７７ １，５７２ １，５９６ １，６５６

介護（人）[年間] ２，２６０ ２，２９２ ２，４９６ ２，８２０

② 訪問入浴介護

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ０ ０ ０ ０

介護（人）[年間] １３０ １４４ １６８ １９２

③ 訪問看護

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] １７８ １８０ １９２ ２０４

介護（人）[年間] ６１０ ６２４ ６８４ ７８０

④ 訪問リハビリテーション

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ９７ １０８ １２０ １３２

介護（人）[年間] ２６３ ３１２ ３３６ ４０８

推計値

　ホームヘルパーや介護福祉士等が自宅を訪問して、食事・入浴・排泄の介助や、炊
飯・掃除・洗濯等の日常生活を援助をするサービスです

　入浴が困難な方の自宅を入浴車等で訪問し、入浴の介護を行うサービスです

　看護師等が自宅を訪問し、療養上の世話や必要な診療の補助を行うサービスです

　通院してリハビリテーションを受けることが困難な方に対して、理学療法士や作業
療法士等が自宅を訪問し、リハビリテーションを行うサービスです

推計値

推計値

推計値
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⑤ 居宅療養管理指導

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ２７２ ３６０ ３８４ ４０８

介護（人）[年間] ２，２０６ ２，２５６ ２，４８４ ２，８０８

⑥ 通所介護（デイサービス）

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ２，０６４ ２，１４８ ２，２２０ ２，３０４

介護（人）[年間] ４，８４１ ４，９４４ ５，５２０ ６，１８０

⑦ 通所リハビリテーション（デイケア）

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ７１７ ７３２ ７４４ ７６８

介護（人）[年間] １，４３９ １，４５２ １，６３２ １，９０８

⑧ 短期入所生活介護（ショートステイ）

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ８８ ９６ １０８ １２０

介護（人）[年間] １，２３４ １，２６０ １，３２０ １，４８８

　医療機関や老人保健施設に併設されたデイケアセンター等において、利用者の心身
の機能の維持・回復を図るため、理学療法・作業療法・その他リハビリテーションを
行うサービスです

推計値

　デイサービスセンター等において、自立した日常生活を営めるように、入浴や食事
の提供、機能訓練などを行うサービスです

推計値

　介護老人福祉施設等に短期間入所し、主に日常生活の介護と機能訓練を受けること
のできるサービスです

推計値

推計値

　医療機関への通院が困難な方に対し、医師・歯科医師・薬剤師等が利用者宅を訪問
し、療養上の管理や指導を行うサービスです



第５章 介護保険事業に係るサービス量と費用の見込み 

74 

⑨ 短期入所療養介護（ショートステイ）

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ０ ０ ０ ０

介護（人）[年間] ３０ ４８ ４８ ４８

⑩ 福祉用具貸与

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] １，２１３ １，２７２ １，２９６ １，３４４

介護（人）[年間] ３，６２６ ４，０６８ ４，５４８ ５，１７２

⑪ 特定福祉用具販売

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ５７ ７２ ８４ ９６

介護（人）[年間] ７４ １２０ １３２ １４４

⑫ 住宅改修

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ６８ ８４ ９６ １０８

介護（人）[年間] ８２ １２０ １３２ １４４

推計値

推計値

　手すりの取付けや段差解消等の住宅改修について、その費用の９割を支給するサー
ビスです

　介護老人保健施設や介護療養型医療施設等に短期間入所し、医学的管理の下で、主
に介護・機能訓練・治療・看護を受けることのできるサービスです

推計値

　福祉用具の中で貸与になじまない性質の腰掛便座・入浴補助具・特殊尿器等につい
て、購入費用の９割を支給するサービスです

推計値

　在宅の要介護（支援）者の自立した日常生活を支援するため、車いす・特殊寝台・
体位変換器・手すり・歩行器等を貸与するサービスです
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⑬ 介護予防支援・居宅介護支援

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ３，９８５ ４，１０４ ４，１７６ ４，２６０

介護（人）[年間] ７，０８５ ７，３５６ ８，１２４ ９，１４４

推計値

　心身の状態や家庭の状況、本人の希望等に基づいて、介護（予防）サービスが適切
に利用できるようサービス計画の作成やサービス実施機関との調整を行うサービスで
す
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① 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 ※ 平成24年度から制度化されるサービス

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） - ０ ０ ０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] - ０ ０ ０

② 夜間対応型訪問介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） - ０ ０ ０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] ０ ０ ０ ０

　在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看護が密接に連携
しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うサービスです

　人口10万人以上の圏域に1ヵ所を目途に設立することを想定した都市型サービ
スであることを勘案し、本計画期間においては整備を行わないこととし、早朝や
夜間のニーズについては従来どおり訪問介護及び訪問看護にて対応します

　人口10万人以上の圏域に1ヵ所を目途に設立することを想定した都市型サービ
スであることを勘案し、本計画期間においては整備を行わないこととし、早朝や
夜間のニーズについては従来どおり訪問介護にて対応します

　定期巡回や通報により、ホームヘルパーや介護福祉士等が自宅を訪問し、食事・
入浴・排泄の介助や炊飯・掃除・洗濯等の生活援助を24時間体制で行うサービスで
す

計画期間中の整備量
０（なし）

推計値

計画量

計画期間中の整備量
０（なし）

推計値

計画量

 

（５）地域密着型サービスの整備方針（市指定分） 

住み慣れた地域での生活を支えるための地域密着型サービスは、市が事業者の指定や指

導・監督を行っています。平成 24～26 年度の整備量計画については、次のとおりです。 

  



第５章 介護保険事業に係るサービス量と費用の見込み 

77 

③ 認知症対応型通所介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ３ ３ ３ ３

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ０ ０ ０ ０

介護（人）[年間] ０ ３６ ３６ ３６

④ 小規模多機能型居宅介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ２５ ２５ ２５ ２５

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ２２ ６０ ８４ ８４

介護（人）[年間] １３４ １８０ ２１６ ２１６

　通いを中心とし、心身の状況や希望に応じて訪問・宿泊サービスを組み合わせ、
食事・入浴・排泄の介助や機能訓練を行うサービスです

　現在、1ヵ所（定員25人）整備されていますが、本計画期間においては、利用
状況等からニーズを見極めることに重点を置き、新たな整備は行わないこととし
ます

推計値

推計値

計画期間中の整備量
０（なし）

計画期間中の整備量
０（なし）

計画量

　現在、1ヵ所（定員3人）整備されており、認知症対応型通所介護のニーズに対
する必要整備量は確保されていると判断できることから、本計画期間について
は、新たな整備は行わないこととします

　介護老人福祉施設や認知症対応型共同生活介護等において、認知症の高齢者が食
事・入浴などの介護や支援、機能訓練を日帰りで受けられるサービスです

計画量
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⑤ 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人）
８ユニット
（７２人）

９ユニット
（８１人）

９ユニット
（８１人）

９ユニット
（８１人）

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] ０ ０ ０ ０

介護（人）[年間] ８２９ ９７２ ９７２ ９７２

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ０ ０ ０ ０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] ０ ０ ０ ０

　現在、5ヵ所（合計8ユニット、定員72人）整備されていますが、今後の高齢化
に伴う認知症高齢者の増加によって高まるニーズの受け入れ体制を確保するため
には、定員増により対応する必要があることから、本計画期間において新たに１
ユニット（9人分）を整備する計画としています

　認知症の高齢者が共同で生活できる場（住居）において、食事・入浴などの介護
や支援、機能訓練が受けられるサービスです

計画量

計画期間中の整備量
０（なし）

　定員29人以下の小規模な介護専用の有料老人ホームなどで食事・入浴などの介護
や機能訓練が受けられるサービスです

推計値

　現在、特定入居者生活介護（広域型）が2ヵ所整備されており、また、本計画
期間に介護老人福祉施設（広域型）を1ヵ所（40人分）増床する計画であること
も含めて、本計画期間においては、総合的にニーズに対応するサービスの確保は
できると判断されることから、整備を行わないこととします

推計値

計画期間中の整備量
＋１ユニット（＋９人）

計画量
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⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ２９ ２９ ２９ ２９

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] ３１５ ３４８ ３４８ ３４８

⑧ 複合型サービス ※ 平成24年度から制度化されるサービス

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） - ０ ０ ０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] - ０ ０ ０

　常に介護が必要な重度の要介護者を想定した定員29人以下の小規模な施設で、食
事・入浴などの介護や健康管理を受けられるサービスです

計画期間中の整備量
０（なし）

　平成23年度に1ヵ所（定員29人）整備を行っており、また、本計画期間に介護
老人福祉施設（広域型）を1ヵ所（40人分）増床する計画であることから、新た
な整備を行わないこととします

推計値

計画量

推計値

　小規模多機能型居宅介護と訪問看護など、複数の居宅サービスや地域密着型サー
ビスを組み合わせて提供するサービスです

計画期間中の整備量
０（なし）

　小規模多機能型居宅介護及び訪問看護の利用状況から、現時点では複合型サー
ビスに対するニーズは低いと判断されるため、今後の整備については状況を見極
めながら対応することとし、本計画期間においては、整備を行わないこととしま
す

計画量
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（６）施設・居住系サービスの整備方針（県指定分） 

   施設・居住系サービスのうち、特定施設入居者生活介護・介護老人福祉施設・介護老人保

健施設・介護療養型医療施設については、県が事業者の指定や指導・監督を行っています。 

   施設の所在する市町村の計画や状況等を踏まえ、県と市町村の協議を経て、整備量が決定

されることとなります。 

施設・居住系サービス（県指定分）における平成 24～26 年度の整備量計画については、

次のとおりです。 

① 特定施設入居者生活介護

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ６０ ６０ ６０ ６０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] １７１ １８０ １８０ １９２

介護（人）[年間] ６７８ ８５２ ９３６ １，０２０

推計値

　有料老人ホーム等において、入浴・排泄・食事等の日常生活上の世話や機能訓練
等を行う介護サービスです

　現在、2ヵ所（定員合計60人）の施設が整備されており、サービスに対する
ニーズや他施設の整備計画等から総合的に判断し、本計画期間に新たな整備は行
わないこととします

計画量

計画期間中の整備量
０（なし）
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② 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ５０ ９０ ９０ ９０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] ７７３ ９８４ １，２２４ １，３３２

③ 介護老人保健施設

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ０ ０ ０ ０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] ５４８ ６３６ ６７２ ７５６

計画期間中の整備量
０（なし）

　現在、1ヵ所（定員50人）の施設が整備されていますが、入所待機者が発生し
ている状況であり、その中でも要介護度が高く在宅での対応が困難な方のニーズ
に対応するため、参酌標準も勘案し、本計画期間に新たに1ヵ所（40人分）の整
備を行うこととします

　本市では、介護老人保健施設は整備されていませんが、介護療養型医療施設が
1ヵ所（定員240人）整備されており、医学的管理の下で介護サービスを行う施設
が充実している状況であることから、本計画期間に新たな整備は行わないことと
します

計画期間中の整備量
＋４０人（床）

推計値

　医学的管理の下で看護・介護・リハビリテーションを行う施設において、病状が
安定している方に対して、医療上のケアやリハビリテーション、日常生活介護を一
体的に提供し、家庭への復帰を支援するサービスです

推計値

　寝たきりや認知症で日常生活において常時介護が必要で、自宅では介護が困難な
方が入所し、食事・入浴・排泄等の日常生活介護や療養上の世話が受けられるサー
ビスです

計画量

計画量
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④ 介護療養型医療施設

【整備方針】

現状

平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

定員数（人） ２４０ ２４０ ２４０ ２４０

【サービス利用量】

現状

平成２３年度
（見込み）

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

予防（人）[年間] - - - -

介護（人）[年間] １，４３９ １，５３６ １，５４８ １，５７２

推計値

計画量

　急性期の治療は終わったものの、医学的管理の下で長期療養が必要な方のための
医療機関におけるサービスです

　現在、1ヵ所（定員240人）の施設が整備されており、ニーズに対応したサービ
ス体制が整っていること、また、国の方針により平成29年度までに廃止（転換）
の方針であり新規指定は行わないことから、本計画期間においては新たな整備は
行わず現状維持とします

計画期間中の整備量
０（なし）
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（７）介護給付サービスの見込み量（集計） 

平成 24～26 年度の介護給付サービスの見込み量について、以下のとおり推計しています。 

 

 【介護サービスの見込み量】                        （単位：人/年） 

  

予防 介護 予防 介護 予防 介護

居宅サービス

訪問介護 １，５７２ ２，２９２ １，５９６ ２，４９６ １，６５６ ２，８２０

訪問入浴介護 ０ １４４ ０ １６８ ０ １９２

訪問看護 １８０ ６２４ １９２ ６８４ ２０４ ７８０

訪問リハビリテーション １０８ ３１２ １２０ ３３６ １３２ ４０８

居宅療養管理指導 ３６０ ２，２５６ ３８４ ２，４８４ ４０８ ２，８０８

通所介護 ２，１４８ ４，９４４ ２，２２０ ５，５２０ ２，３０４ ６，１８０

通所リハビリテーション ７３２ １，４５２ ７４４ １，６３２ ７６８ １，９０８

短期入所生活介護 ９６ １，２６０ １０８ １，３２０ １２０ １，４８８

短期入所療養介護 ０ ４８ ０ ４８ ０ ４８

福祉用具貸与 １，２７２ ４，０６８ １，２９６ ４，５４８ １，３４４ ５，１７２

特定福祉用具販売 ７２ １２０ ８４ １３２ ９６ １４４

住宅改修 ８４ １２０ ９６ １３２ １０８ １４４

特定施設入居者生活介護 １８０ ８５２ １８０ ９３６ １９２ １，０２０

介護予防支援・居宅介護支援 ４，１０４ ７，３５６ ４，１７６ ８，１２４ ４，２６０ ９，１４４

地域密着型サービス

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 - ０ - ０ - ０

夜間対応型訪問介護 - ０ - ０ - ０

認知症対応型通所介護 ０ ３６ ０ ３６ ０ ３６

小規模多機能型居宅介護 ６０ １８０ ８４ ２１６ ８４ ２１６

認知症対応型共同生活介護 ０ ９７２ ０ ９７２ ０ ９７２

地域密着型特定施設入居者生活介護 - ０ - ０ - ０

地域密着型介護老人福祉施設
入所者生活介護

- ３４８ - ３４８ - ３４８

複合型サービス - ０ - ０ - ０

施設サービス

介護老人福祉施設 - ９８４ - １，２２４ - １，３３２

介護老人保健施設 - ６３６ - ６７２ - ７５６

介護療養型医療施設 - １，５３６ - １，５４８ - １，５７２

サービス区分
平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度
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（８）地域支援事業の見込み量 

平成 24～26 年度の地域支援事業の見込み量について、以下のとおり推計しています。 

 

 【地域支援事業の見込み量】                        （単位：人/年） 

 

（注）配食サービス事業は、平成 25 年度から地域支援事業として実施予定（平成 24 年度までは一般会計の事業

として実施予定） 
  

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

介護予防事業

二次予防事業対象者施策

二次予防事業対象者把握事業 ２,０８５ １,５３９ ２,２６５

訪問型介護予防事業 ２１０ １２０ １１０

通所型介護予防事業（二次予防事業対象者） ２１０ ２２０ ２３５

配食サービス事業（二次予防事業対象者） ０ １４ １６

一次予防事業対象者施策

健康づくりサポーター育成事業 ２０ ２０ ２０

地域展開型健康づくり事業 ８,５００ ９,０００ ９,５００

介護予防講座 ３,８００ ３,９００ ４,０００

介護予防普及啓発事業 １２０ １２０ １２０

通所型介護予防事業（一次予防事業対象者） １０ １０ １０

生活管理指導員派遣事業 １００ １０５ １１０

介護予防講演会 ５００ ５００ ５００

介護支援ボランティア事業 ５０ ８０ １００

１,３００ １,３１０ １,３０７

包括的支援事業

介護予防ケアマネジメント事業 ４６２ ３１９ ２６４

総合相談・支援 - - -

包括的・継続的ケアマネジメント事業 - - -

権利擁護事業 - - -

任意事業

家族介護教室 １００ １００ １００

３００ ３００ ４００

成年後見制度利用支援事業 ２ ２ ２

介護用品（紙おむつ）給付事業 １６４ １８０ １９８

配食サービス事業（二次予防事業対象者以外） ０ ５６ ６４

事業区分

高齢者生きがいづくり
支援センター（えんがわくらぶ）事業

認知症サポーター
１００万人キャラバン事業
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予防 介護 予防 介護 予防 介護

居宅サービス

28,731 101,056 29,231 110,988 30,482 125,237

0 11,203 0 12,842 0 14,482

4,405 32,789 4,706 35,719 5,008 40,791

3,685 10,053 4,133 10,695 4,582 12,833

2,689 24,693 2,868 26,995 3,047 30,454

71,928 471,640 74,242 521,218 77,288 580,479

29,243 119,749 29,811 133,515 30,949 156,051

3,295 106,047 3,616 110,990 3,937 124,288

0 2,715 0 2,715 0 2,715

8,273 45,998 8,412 51,478 8,689 59,129

2,024 3,846 2,364 4,218 2,704 4,578

8,703 8,501 9,993 9,266 11,284 10,217

15,194 163,709 15,194 181,823 16,823 199,659

18,003 107,596 18,318 118,216 18,687 133,006

地域密着型サービス

- 0 - 0 - 0

- 0 - 0 - 0

0 1,609 0 1,609 0 1,609

3,790 27,066 5,228 33,165 5,228 33,165

0 239,313 0 239,313 0 239,313

- 0 - 0 - 0

- 89,922 - 92,437 - 94,277

- 0 - 0 - 0

施設サービス

- 246,150 - 305,827 - 332,658

- 176,931 - 187,057 - 210,395

- 539,266 - 543,748 - 552,273

[

審査支払手数料

3,084,202

6,314

2,861,907

2,466

543,748

47,107

特定入所者介護(介護予防)

サービス費

高額医療合算介護(介護予防)

サービス費

高額介護(介護予防)サービス費

76,705

2,693

82,102

5,816

介護老人保健施設 176,931

介護療養型医療施設 539,266

38,393

305,827

地域密着型介護老人
福祉施設入所者生活介護

0複合型サービス 0

210,395

88,244

187,057

0

332,658

239,313

00

94,277

114,606

合計 3,330,276

2,976

55,845

38,393

6,895

51,140

552,273

239,313

128,225

00

00

7,282

151,693

216,481

0

0

地域密着型特定施設
入居者生活介護

認知症対応型共同生活介護

5,870

2,715

19,260

67,81859,890

1,609

21,501

2,715

定期巡回・
随時対応型訪問介護看護

1,609

夜間対応型訪問介護

認知症対応型通所介護 1,609

89,922 92,437

福祉用具貸与

136,535

6,582

住宅改修

特定福祉用具販売

54,271

197,018178,903

2,715

109,342

125,599

特定施設入居者生活介護

介護老人福祉施設

小規模多機能型居宅介護

13,738

239,313

介護予防支援・
居宅介護支援

0

30,855

17,204

短期入所生活介護

246,150

657,766

訪問看護 37,193

129,787

訪問リハビリテーション

163,327通所リハビリテーション

543,567

40,425

148,992

平成２６年度平成２５年度

14,482

合計 合計

27,382

11,203

サービス区分

訪問介護

平成２４年度

合計

訪問入浴介護

居宅療養管理指導

短期入所療養介護

通所介護

187,000

155,719140,219

33,501

12,842

17,41514,828

29,863

595,460

45,799

 

 

 

（１）介護給付費の見込み 

平成 24～26 年度の介護給付費の見込み量を算出しています。 

 

 【介護給付費の見込み】                          （単位：千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）表中の値は小数点以下を四捨五入しているため、内訳と合計値が一致しない部分がある 

３．第１号被保険者の介護保険料の設定 



第５章 介護保険事業に係るサービス量と費用の見込み 

86 

 

（２）地域支援事業費の見込み 

平成 24～26 年度の地域支援事業費の見込み量を算出しています。 

 

【地域支援事業費の見込み】                        （単位：千円） 

  

平成２４年度 平成２５年度 平成２６年度

介護予防事業

二次予防事業対象者施策

二次予防事業対象者把握事業 １２，８６７ １４，９７０ １５，２１１

訪問型介護予防事業 ３４３ ３５７ ３５９

通所型介護予防事業（二次予防事業対象者） ８，８２０ ９，０００ １０，０００

配食サービス事業（二次予防事業対象者） ０ ８１３ ８９５

一次予防事業対象者施策

健康づくりサポーター育成事業 ３，３３８ ６００ ６００

地域展開型健康づくり事業

介護予防講座

介護予防普及啓発事業

通所型介護予防事業（一次予防事業対象者） ６００ ６００ ６００

生活管理指導員派遣事業 ６９４ ７３０ ７４０

介護予防講演会 １，３０１ １，３２０ １，３４０

介護支援ボランティア事業 ４０１ ９３２ １，３６９

１，６５１ １，６５６ １，６６１

包括的支援事業

介護予防ケアマネジメント事業 ６，８４７ ６，９７０ ８，９５８

総合相談・支援

包括的・継続的ケアマネジメント事業

権利擁護事業

任意事業

家族介護教室 ２００ ２００ ２００

３４７ ３８０ ４３０

成年後見制度利用支援事業 ６８６ ８８８ ６９０

介護用品（紙おむつ）給付事業 ７，７７５ ８，５５１ ９，４０４

配食サービス事業（二次予防事業対象者以外） ０ ３，２４９ ４，４６９

８３，５８２ ９０，５４９ ９８，９３７

３，６３１ ６，９２９ ７，４３９

３４，０８１ ３２，４０４ ３４，５７２

合計

事業区分

高齢者生きがいづくり
支援センター（えんがわくらぶ）事業

認知症サポーター
１００万人キャラバン事業
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（３）介護保険料の所得段階の設定 

本市の保険料所得段階は、平成 21～23 年度は合計 11 段階（特例割合１段階を含む）でし

たが、平成 24～26 年度は合計 12段階（特例割合 2段階を含む）で設定することとしていま

す。 

変更内容としては、低所得者層の負担に配慮し、第 3段階の中で 120 万円以下の方に対し

て特例割合の段階を新たに設けています。また、第 6 段階の範囲を 190 万円未満に、第 7

段階の範囲を 190 万円以上に設定しています。 

 

【介護保険料の所得段階（平成 24～26 年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  （参考）【介護保険料の所得段階（平成 21～23 年度）】 

  

介護保険料の割合
（基準額に対する割合）

市民税本人課税で
合計所得金額が３００万円以上４００万円未満

第１０段階
市民税本人課税で
合計所得金額が５００万円以上

１．８５

課税年金収入額＋合計所得金額が
１２０万円１円以上

０．７５

１．１０

１．５０

所得段階

１．７５

市民税
課税世帯

市民税
非課税世帯

０．５０

１．９５

０．７０

１．２５

０．５０

１．００

第８段階

第９段階

第６段階

市民税本人課税で
合計所得金額が１９０万円以上３００万円未満

第７段階

市民税本人課税で
合計所得金額が１２５万円以上１９０万円未満

市民税本人課税で
合計所得金額が４００万円以上５００万円未満

第３段階

市民税本人非課税で
課税年金収入額＋合計所得金額が８０万１円以上

課税年金収入額＋合計所得金額が
８０万円１円以上１２０万円以下

０．９５

第１段階 生活保護・老齢福祉年金受給者

第４段階

第５段階

課税年金収入額＋合計所得金額が
８０万円以下

第２段階

第４段階（特例割合）

第３段階（特例割合）

市民税本人課税で
合計所得金額が１２５万円未満

市民税本人非課税で
課税年金収入額＋合計所得金額が８０万円以下

介護保険料の割合
（基準額に対する割合）

１．２５

１．００

１．８５

第７段階
市民税本人課税で
合計所得金額が２００万円以上３００万円未満

１．５０

第８段階
市民税本人課税で
合計所得金額が３００万円以上４００万円未満

第９段階
市民税本人課税で
合計所得金額が４００万円以上５００万円未満

１．７５

１．９５

市民税本人非課税で
課税年金収入額＋合計所得金額が８０万１円以上

第６段階

第４段階（特例割合）

第５段階 １．１０

０．９５

市民税本人課税で
合計所得金額が５００万円以上

市民税本人課税で
合計所得金額が１２５万円未満

第４段階

０．７５

０．５０

０．５０
市民税

非課税世帯

生活保護・老齢福祉年金受給者

第２段階
課税年金収入額＋合計所得金額が
８０万円以下

所得段階

第３段階

市民税本人課税で
合計所得金額が１２５万円以上２００万円未満

課税年金収入額＋合計所得金額が
８０万円１円以上

第１段階

市民税
課税世帯

市民税本人非課税で
課税年金収入額＋合計所得金額が８０万円以下

第１０段階
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（４）所得段階別被保険者数の推計 

平成 23 年度の実績をもとに、平成 24～26 年度の所得段階別第１号被保険者数を推計して

います。 

 

【所得段階別第１号被保険者数】 

  

構成比 構成比 構成比

2.4 % 2.4 % 2.4 %

14.1 % 14.1 % 14.1 %

6.4 % 6.4 % 6.4 %

6.8 % 6.8 % 6.8 %

17.3 % 17.3 % 17.3 %

14.0 % 14.0 % 14.0 %

12.0 % 12.0 % 12.0 %

13.5 % 13.5 % 13.5 %

8.5 % 8.5 % 8.5 %

2.0 % 2.0 % 2.0 %

1.1 % 1.1 % 1.1 %

2.0 % 2.0 % 2.0 %

合計 - 37,389

第７段階

第５段階

1,777

1,114

第６段階

1,483

991

1,397

第１０段階
235 249

第８段階

第９段階

236

１．８５

１．１０

311

1,745 1,847

133

1,569

1,052

１．２５

265

所得段階

第２段階

第１段階

第１号被保険者数（人）

Ⓐ 平成２４年度 Ⓑ 平成２５年度 Ⓒ 平成２６年度

276

1,644

293

第３段階（特例割合）

1,844

０．７５
839

2,144 2,269

748 794 840

1,314

738

第４段階

０．７０

1,641 1,742

第４段階（特例割合）
2,020

888
第３段階

125

4,894

5,227

1,889

6,111

１．００

０．９５

１．５０

6,296

4,736

１．９５

Ⓓ 介護保険料の
割合

（基準額に対する割合）

負担割合補正
第１号被保険者数

（人）

（Ⓐ＋Ⓑ＋Ⓒ）×Ⓓ

141

440

2,618０．５０

０．５０

1,667

1,459

11,685 12,403 13,129

264

791

1,6791,581

１．７５
250
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（５）第１号被保険者の介護保険料基準額の算定 
 

 ① 介護給付費及び地域支援事業費の負担割合  

平成 24～26 年度の介護給付費及び地域支援事業費の負担割合は、以下の表に示すとおり

です。 

第１号被保険者の介護保険料によって負担する割合は、介護給付費では 23.31％、地域支

援事業費では 21.00％となっています。 

 

【介護給付費及び地域支援事業費の負担割合】  

居宅サービス費

定率負担分 20.00 %

調整交付金 2.69 %

県負担分 12.50 %

市負担分 12.50 %

第１号被保険者介護保険料（６５歳以上）

　　※ 基準率21.00% +（5.00% - 調整交付金割合2.69%）

第２号被保険者介護保険料（４０歳～６４歳） 29.00 %

施設等サービス費

定率負担分 15.00 %

調整交付金 2.69 %

県負担分 17.50 %

市負担分 12.50 %

第１号被保険者介護保険料（６５歳以上）

　　※ 基準率21.00% +（5.00% - 調整交付金割合2.69%）

第２号被保険者介護保険料（４０歳～６４歳） 29.00 %

介護予防事業費

国負担分 25.00 %

県負担分 12.50 %

市負担分 12.50 %

第１号被保険者介護保険料（６５歳以上） 21.00 %

第２号被保険者介護保険料（４０歳～６４歳） 29.00 %

包括的支援事業費・任意事業費

国負担分 39.50 %

県負担分 19.75 %

市負担分 19.75 %

第１号被保険者介護保険料（６５歳以上） 21.00 %

23.31 %

23.31 %

介
護
給
付
費

地
域
支
援
事
業
費

国負担分

国負担分
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月額 年額

第１段階 ０．５０ ２，３５０ 円 ２８，２００ 円

第２段階 ０．５０ ２，３５０ 円 ２８，２００ 円

第３段階（特例割合） ０．７０ ３，２９０ 円 ３９，４８０ 円

第３段階 ０．７５ ３，５２５ 円 ４２，３００ 円

第４段階（特例割合） ０．９５ ４，４６５ 円 ５３，５８０ 円

第４段階 １．００（基準額） ４，７００ 円 ５６，４００ 円

第５段階 １．１０ ５，１７０ 円 ６２，０４０ 円

第６段階 １．２５ ５，８７５ 円 ７０，５００ 円

第７段階 １．５０ ７，０５０ 円 ８４，６００ 円

第８段階 １．７５ ８，２２５ 円 ９８，７００ 円

第９段階 １．８５ ８，６９５ 円 １０４，３４０ 円

第１０段階 １．９５ ９，１６５ 円 １０９，９８０ 円

介護保険料介護保険料の割合
（基準額に対する割合）

所得段階

 

 ② 第１号被保険者の介護保険料基準額（月額） 

介護給付費及び地域支援事業費等から算出した平成 24～26 年度の第１号被保険者の介護

保険料の基準額（月額）は、4,700 円（仮算定額）となっています。 

 

 

 ③ 第１号被保険者の所得段階別介護保険料  【仮算定額】 

平成 24～26 年度の所得段階別の介護保険料は、以下の表に示すとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⓐ × ２３.３１％ ＋ Ⓑ × ２１.００％ － Ⓒ － Ⓓ

÷

÷

÷

基準額(月額)

４,７００円

【仮算定額】

Ⓔ

Ⓕ

１２ヵ月

Ⓐ 介護給付費 9,276,385 千円 平成２４～２６年度の介護給付費の合計
 ※ ８４ページ参照

Ⓑ 地域支援事業費 273,068 千円 平成２４～２６年度の地域支援事業費の合計
 ※ ８５ページ参照

Ⓒ 介護給付費準備基金繰入額 140,000 千円
準備基金残高の152,767千円（平成２３年度末見込額）のうち、
140,000千円を平成２４～２６年度で繰入予定

Ⓓ
財政安定化基金取崩による
交付額

12,969 千円 財政安定化基金からの交付予定額（平成２４年度に交付予定）

Ⓔ
負担割合補正
第１号被保険者数

37,389 人
平成２４～２６年度の負担割合補正第１号被保険者数
の合計
 ※ ８７ページ参照

Ⓕ 保険料予定収納率 98.00 ％ 平成２１～２３年度の収納実績を基に推計



 

 

 


